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平成29年10月３日（火曜日）

午後１時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第11号 平成28年度宮崎県歳入歳出決算

の認定について

出席委員（６人）

主 査 渡 辺 創

副 主 査 外 山 衛

委 員 坂 口 博 美

委 員 星 原 透

委 員 黒 木 正 一

委 員 重 松 幸次郎

欠席委員（１人）

委 員 満 行 潤 一

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

労働委員会事務局

事 務 局 長 川 畠 達 朗

調 整 審 査 課 長 奥 野 厚 子

商工観光労働部

商工観光労働部長 中 田 哲 朗

商工観光労働部次長 佐 野 詔 藏

企業立地推進局長 黒 木 秀 樹

観光経済交流局長 福 嶋 清 美

商 工 政 策 課 長 小 堀 和 幸

経営金融支援室長 齊 藤 安 彦

企 業 振 興 課 長 河 野 譲 二

柚木崎 千鶴子食品・メディカル産業推進室長

雇用労働政策課長 外 山 景 一

企 業 立 地 課 長 温 水 豊 生

観 光 推 進 課 長 岩 本 真 一

中 嶋 亮オールみやざき営業課長

野 間 純 利工業技術センター所長

水 谷 政 美食品開発センター所長

林 睦 朗県立産業技術専門校長

事務局職員出席者

政策調査課主幹 西久保 耕 史

議 事 課 主 査 弓 削 知 宏

ただいまから、決算特別委員会商○渡辺主査

工建設分科会を開会いたします。

まず、分科会の日程についてであります。

日程につきましては、お手元に配付してあり

ます日程案のとおりで、御異議ありませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いたし○渡辺主査

ます。

次に、本日開催されました主査会について、

御報告いたします。

まず、審査の際の執行部説明についてであり

ます。

お手元の分科会審査説明要領により行います

が、決算事項別の説明は目の執行残が100万円以

上のもの、及び執行率が90％未満のものについ

て、また、主要施策の成果は、主なものについ

て説明があると思いますので、審査に当たりま

しては、よろしくお願いいたします。

次に、監査委員へ説明を求める必要が生じた

場合の審査の進め方についてでありますが、そ

の場合、主査において他の分科会との時間調整

を行った上で質疑の場を設けることとする旨、

確認がされましたので、よろしくお願いいたし

ます。

次に、審査の進め方ですが、お手元に配付の
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分科会審査の進め方案のとおりでよろしいで

しょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、分科会審査の進め方の○渡辺主査

とおり進めさせていただきます。

執行部入室のため、暫時休憩します。

午後１時１分休憩

午後１時２分再開

分科会を再開いたします。○渡辺主査

それでは、平成28年度決算について、執行部

の説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

労働委員会事務局○川畠労働委員会事務局長

の平成28年度決算の概要につきまして御説明い

たします。

お手元の平成28年度決算特別委員会資料の１

ページをお開きください。

労働委員会事務局の予算科目は （款）労働費、

（項）労働委員会費（目）委員会費でございま

す。

１ページ、表の一番下、合計の欄をごらんく

ださい。

左から予算額１億63万2,000円に対しまして、

支出済額9,978万1,509円、不用額は85万491円、

執行率は99.2％となっております。

目の執行残が100万円以上のもの及び執行率

が90％未満のものはございません。

なお、主要施策の成果に関する報告書への掲

載、決算審査意見書に掲載された審査意見及び

監査における指摘事項はございません。

私からの説明は以上でございますが、２ペー

ジ以降の平成28年度業務実績の概要につきまし

て、調整審査課長が説明いたしますので、よろ

しくお願いいたします。

それでは、平成28年度の○奥野調整審査課長

業務実績につきまして御説明いたします。

委員会資料の２ページをお願いいたします。

説明につきましては、労働委員会が取り扱う

業務を （１）の不当労働行為審査事件 （２）、 、

の労使紛争あっせん事件、そして（３）の労働

相談の３つに分けて、それぞれ御説明したいと

思います。

まず （１）不当労働行為審査事件についてで、

ございます。

、 、これは 労使関係における使用者側の行為が

労働組合法で禁止されている不当労働行為に該

当するか否かの審査を行うものでございます。

28年度は、前年度からの繰り越しが１件ござ

いまして、和解により解決いたしました。

次に （２）でございますが、労使紛争あっせ、

ん事件についてでございます。

まず、①の集団的事件についてでございます

けれども、労働組合と使用者との間に生じた紛

争について、労働委員会が労働組合と使用者側

との調整を図りながら、紛争の解決に努めたも

のでございます。

、 、28年度は 前年度からの繰り越し事件が１件

新規で３件の申請があり、このうちの１件は今

年度に繰り越しをいたしましたけれども、最終

的には４件とも打ち切りとなっております。

次に、３ページをお願いいたします。

３ページにつきましては、②の個別的事件に

ついて記載してございます。

これは、労働者個人と使用者との間に生じた

紛争について、先ほどの①の集団的事件と同じ

ように、解決を図るためのあっせんを行うもの

でございます。

、 、28年度は 新規で３件の申請がございまして
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和解により解決した事件が１件、解決に至らず

。打ち切りとなった事件が２件となっております

次に、４ページをお願いいたします。

（３）の労働相談についてでございます。

労働相談は、職場でのさまざまなトラブルに

悩んでいる相談者に対しまして、助言や情報提

供を行いますとともに、内容によりましては、

先ほど御説明いたしましたあっせん制度の利用

をお勧めすることもございます。

それでは、まず①の相談者別に見た相談件数

についてでございますが、28年度につきまして

は総数223件の相談がございまして、そのうちの

大部分は、労働者個人からの相談でございまし

た。

次に、②の相談の内容についてでございます

が、表のとおり内容を大きく４つに分類したわ

けなんですけれども、その分類によりますと、

年休や時間外労働などの労働条件等に関する相

談が77件と最も多く、次いで、退職や解雇に関

する経営・人事、賃金未払いなどの賃金等、そ

して、パワハラ・嫌がらせなどの人間関係の順

となっております。

最後に、５ページをお願いいたします。

（４）の処理件数の推移についてでございま

す。

それぞれの事件などの過去３カ年分の件数を

記載してございますが、中身についてはごらん

のとおりとなっております。

説明は以上でございます。

ありがとうございました。○渡辺主査

執行部の説明が終了いたしました。

これより、質疑を行います。いかがでしょう

か。

それでは１問。個別的事件の終結の区分のと

ころが、３ページにありますが、これの打ち切

りというのは、どういうふうに理解をすればい

いかというのを。ちょっと不勉強で申しわけあ

りません。

打ち切りと書いておりま○奥野調整審査課長

すけれども、中身については２通りございまし

て、まず、申請者から申し入れがあったと。そ

れにつきまして、被申請者が、会社であったり

労働者であったりするわけなんですけれども、

その相手の方に対しまして、このような申請が

あっておりますので、ぜひあっせんで和解をさ

せていただけませんでしょうかという申し入れ

をするんですが、なかなか御理解いただけなく

て、あっせんの場に応じないということがござ

います。

もう一つの場合には、あっせんの場に両方が

出席しても、どうしても意見の食い違いといい

ますか、あっせんの方々がいろいろとお話をさ

れる、説得されるんですけれども、なかなか解

決に至らないで、打ち切りというようなケース

でございます。

ありがとうございました。○渡辺主査

ほか、いかがでしょうか。

よろしいですか、関連で。打ち○外山副主査

切った後、案件は、ほかのところに行ったわけ

ですか。例えば、裁判になったりとか。

打ち切りになったケース○奥野調整審査課長

なんですけれども、最初から御自分たちの意思

で、これがだめであれば裁判所に訴えると、そ

。ういうふうにおっしゃる方もいらっしゃいます

ほかの何も考えていないとおっしゃる方につ

きましては、例えば法テラス 弁護士の方た─

ちが相談を受けたりしていらっしゃいますけれ

ども、そういう紛争の相談に乗ってくれる機関

を御紹介するようにしております。

５ページの労働相談について、平○星原委員
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成28年度が 前年度までと比べてかなり多くなっ、

ているのは、何か原因があるんですか。

28年度につきましては、○奥野調整審査課長

政府のほうで働き方改革ということで、マスコ

ミで非常に大きく取り上げられました。また、

過労死で亡くなった方についての取り上げも多

かったので、働く皆さんや御家族の関心も非常

に高かったのではないかなと思います。

それとは別に、やはり労働委員会の知名度を

もっと上げようということで、我々のほうも今

まで行っていなかった関係団体といいますで

しょうか、例えば、スーパーマーケットである

とか、いろんなところを回りまして、チラシを

置かせてくださいというような、今までにない

啓発活動を行いました。そういった啓発活動の

効果があらわれてきたのではないかなと考えて

おります。

ちなみに、ことし９月末現在の相談件数でご

ざいますけれども、昨年同月と比べ、23件多い

状況でございまして、同じような感じで労働相

談がふえているのかなというふうに考えており

ます。

正規と非正規で、件数はかなり違○星原委員

うんでしょうか。

、○奥野調整審査課長 労働相談につきましては

できるだけ自分のことを話したくないとか、そ

ういう方も結構いらっしゃいまして、はっきり

しない件数もあるんですが、はっきりわかって

いる数字で申し上げますと、正社員が89人。こ

、こで上がっている数字は実数でございますので

正社員が89人、そして非正規社員が69人となっ

ております。ただ、不明の方がいらっしゃいま

すので、この方たちがわかればどうなのかとい

うのはちょっとわかりませんけれども、わかっ

ている段階では、正社員の方のほうが多い状況

でございます。

１問だけ。相談については、全部○重松委員

この労働委員会の方々だけにされるのか。弁護

士とか行政書士とか社会保険労務士とか、そう

いう方々とやり取りすることはないんですか。

まず、相談は、ほとんど○奥野調整審査課長

が電話なんですが その後 実際にお見えになっ、 、

たりとか、メールといったものも多少はござい

ますけれども、まず事務局職員で受けることに

しております。事務局職員のみんなで相談をし

まして、ちょっと判断に迷うとか、そういうと

きには労働委員の弁護士の先生とかに御相談を

するというようにしております。

ほか、よろしいですか。○渡辺主査

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって労働委員○渡辺主査

会事務局を終了いたします。

皆様、大変ありがとうございました。お疲れ

さまでした。

暫時休憩します。

午後１時15分休憩

午後１時18分再開

分科会を再開いたします。○渡辺主査

商工観光労働部の審査を行います。

まず、部長より平成28年度決算の概要につい

て説明をお願いします。

商工観光労働部でご○中田商工観光労働部長

ざいます。本日はどうぞよろしくお願いいたし

ます。座って説明させていただきます。

商工観光労働部の平成28年度決算につきまし

て御説明をいたします。

お配りしております決算特別委員会資料の１

ページをお開きいただきたいと存じます。

これは、県総合計画、未来みやざき創造プラ
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ンのアクションプランにおける分野別施策のう

ち、商工観光労働部に関連するものを体系表に

したものでございます。

主な施策の概要につきまして御説明したいと

思いますけれども、これにつきましては、分野

別施策ごとの関係事業を記載しております主要

施策の成果に関する報告書で御説明をいたした

いと思いますので、商工観光労働部のインデッ

クスのところ、183ページをお開きいただきたい

と存じます。

それでは、183ページの一番上の人づくりにつ

いてでございます。

１、多様な主体が参加し、一人ひとりが尊重

される社会の（１）国際化への対応につきまし

ては、県に配置しております国際交流員により

ます各種国際交流活動や広報誌等を活用した情

報提供により、県民の国際理解の増進を図りま

したほか、県内に在住する外国人を対象に、日

本語講座や生活相談などの支援を行ったところ

であります。

次に、その下、産業づくりについてでありま

す。

１、多様な連携により新たな産業が展開され

る社会の（１）産業間・産学金官連携による新

事業・新産業の展開につきましては、県内中小

企業の太陽電池・半導体関連産業への参入促進

や技術力の向上を図りましたほか 東九州メディ、

カルバレー構想に基づき、県内企業の医療機器

関連産業への新規参入や取引拡大に向けた支援

などに取り組んだところであります。

次に、その下の２、創造性のある工業・商業

・サービス業が営まれる社会の（１）工業の振

興についてであります。

これにつきましては、183ページから184ペー

、ジにわたって事業を掲載しておりますけれども

小規模企業の振興を図るため、商工会等による

経営指導や商品開発等への支援などに取り組ん

だほか、みやざき若手経営者養成塾を開催し、

中小企業の経営力の強化を図るとともに、地域

の中核となるリーダーの育成に取り組んだとこ

ろであります。

また、宮崎県産業振興機構のコーディネート

機能やノウハウ等を生かし、県内中小企業の新

事業展開に向けた技術開発や販路開拓・経営支

援などに取り組みましたほか、地域経済を牽引

する中核企業の育成を図るため 産学金労官の13、

機関で構成する企業成長促進プラットフォーム

により、成長期待企業への集中支援を行ったと

ころであります。

さらに、工業技術センター及び食品開発セン

ターにおいて、研究開発や県内企業の技術支援

を行ったところであります。

企業立地につきましては、本県の地域特性を

生かした産業集積を目指し、フードビジネス関

連産業など５つの重点分野に力点を置き、誘致

活動を展開したところであります。

次に （２）商業・サービス業の振興につきま、

しては、県内の商店街の活性化を図るため、駅

前朝市などのにぎわいづくりへの支援や、若手

リーダーを対象とした研修会等の開催による人

材育成に努めましたほか、ＩＣＴ企業の経営・

技術力強化研修等を実施いたしまして、ＩＣＴ

産業の活性化に必要な人材の育成に取り組んだ

ところであります。

また、県産品の輸出拡大を図るため、香港、

台湾、シンガポール、ＥＵ及び北米における海

外見本市への出展や、現地商談会への参加等に

より、県内企業の販路開拓活動の支援に取り組

んだところであります。

次に、185ページの３、活発な観光・交流によ
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る活力ある社会の（１）観光の振興につきまし

ては、宮崎版ＤＭＯを推進するため、観光みや

ざき創生塾開設による人材の育成等に取り組ん

だほか、ＭＩＣＥの誘致を図るために、誘致活

動や開催支援を行うとともに、専門分野に影響

力のある学識者に宮崎ＭＩＣＥアンバサダーを

委嘱するなど、誘致促進に取り組んだところで

あります。

また、国内誘客対策としましては、熊本地震

で落ち込んだ旅行需要の回復を図るため、本県

独自の取り組みのほか、旅行会社等へのセール

スプロモーションや、大分県等と連携した高速

道路の割引キャンペーンなどを実施いたしまし

た。

、 、 、インバウンド対策としましては 韓国 台湾

中国、香港など東アジア地域を中心に、現地旅

行者へのセールスプロモーションや、クルーズ

船の誘致促進に取り組みますとともに、スマー

トフォン等を活用した観光情報配信サービスの

提供など、観光客の利便性向上や観光情報の充

実等に努めたところであります。

さらに、スポーツランドの推進につきまして

は、熊本地震の影響はありましたけれども、合

宿誘致セミナーの開催を初めとしたスポーツ

キャンプ・合宿の積極的な誘致に取り組んだこ

とで、延べ参加者数は過去２番目となるなど、

着実に成果が出ているところであります。

次に （２）県境を越えた交流・連携の推進に、

つきましては、熊本地震により失われた観光需

要を早期に回復させるため、九州各県等と連携

した宿泊旅行商品の割引等を実施したほか、南

九州３県で連携し、観光情報の発信や教育旅行

の誘致セールスを行うとともに、北九州－宮崎

間の東九州自動車道開通を生かし、大分県と連

携した観光ＰＲを強化するなど、北部九州や四

。国等からの誘客促進に努めたところであります

次に、４、経済・交流を支える基盤が整った

社会の（１）産業を支える人財の育成・確保に

つきましては、小中学生等の技能への関心を高

めるため、技能体験教室を開催したほか、若年

技能者等に対する熟練技能者による技能講座の

開催などにより、技能承継や次世代人材の確保

に努めたところであります。

また、産業技術専門校におきましては、中学

・高校の学卒者等に対する職業訓練を実施する

とともに、離職者が再就職に必要な技能・知識

を習得できるよう委託訓練を実施したところで

あります。

次に （２）就業支援と職場環境整備について、

であります。

これにつきましては、185ページから186ペー

ジにかけて事業を掲載しておりますけれども、

高年齢者の生きがい充実や社会参加を促進する

ため、シルバー人材センターと連携し、就職面

談会の実施や、みやざきシニア人材バンクの構

築による企業とのマッチング等の取り組みを行

いました。

また、若者の県内就職を支援するため、大学

生を対象としたインターンシップや企業見学会

を開催したほか、県内外での就職説明会の実施

や、ヤングＪＯＢサポートみやざきにおける個

別相談などに積極的に取り組んだところであり

ます。

さらに、働きやすい職場づくりを促進するた

め、仕事と家庭の両立応援宣言企業の登録推進

や啓発活動を行いましたほか、低利の教育資金

の融資などによる労働福祉の向上に努めたとこ

ろであります。

、 。主な施策の概要については 以上であります

Ａ４版の決算特別委員会資料のほうにお戻り
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いただきまして、２ページをお開きいただきた

いと思います。

平成28年度歳出決算の状況について御説明を

いたします。

一般会計は、下から５段目の計のところでご

ざいますけれども、予算額377億368万6,868円、

支出済額341億2,251万8,907円、翌年度繰越額は

３億4,200万円、不用額32億3,916万7,961円、執

行率は90.5％ 翌年度繰越額を含む執行率は91.4、

％となっております。

次に、特別会計につきましては、下から２段

目の計の欄になりますけれども、予算額４

、 、億5,914万4,000円 支出済額４億5,868万301円

不用額46万3,699円、執行率は99.9％となってお

ります。

一般会計と特別会計をあわせました部の合計

は、一番下の段の部合計の欄にございますけれ

ども、予算額381億6,283万868円、支出済額345

、 、億8,119万9,208円 翌年度繰越額３億4,200万円

不用額32億3,963万1,660円、執行率は90.6％、

翌年度繰越額を含む執行率は91.5％ということ

になっております。

次に、委員会資料の一番最後のページになり

。ます22ページをごらんいただきたいと存じます

。監査における指摘事項等の一覧でございます

このうち、指摘事項につきましては、後ほど

関係課長から詳細を御説明させていただきます

けれども、適正な執行について、職員への指導

を徹底し、改善に努めているところでございま

す。

また、別冊の印刷物となっております平成28

年度宮崎県歳入歳出決算審査意見書におきまし

て、商工観光労働部が所管する特別会計につい

て、２件の意見・留意事項がございました。

これらにつきましては、後ほど各事業の詳細

とあわせまして関係課長から御説明いたします

ので、よろしくお願いいたします。

私からの説明は以上でございます。

ありがとうございました。○渡辺主査

部長の概要説明が終了いたしました。

これより、商工政策課、企業振興課、企業立

地課の審査を行います。

平成28年度の決算について各課の説明を求め

ます。

なお、委員の質疑は、３課の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

商工政策課の平成28年度○小堀商工政策課長

決算につきまして御説明いたします。

お手元の決算特別委員会資料の２ページをお

開きください。

、 、当課は 一般会計と特別会計がございますが

一番左側の一般会計の欄、一番上の商工政策課

のところをごらんください。まず、予算額が310

億6,994万1,548円 右隣の支出済額が280億5,265、

万695円、右から４列目の不用額が30億1,729

万853円、執行率は90.3％でございます。

次に、特別会計でございますが、下から４段

目の商工政策課の欄をごらんください。予算額

２億8,493万7,000円 支出済額２億8,454万1,188、

円、不用額39万5,812円で、執行率は99.9％でご

ざいます。

次に、目の執行残が100万円以上のもの、執行

率が90％未満のものについて、御説明いたしま

す。

資料の４ページをお開きください。

（ ） 。表の中ほどの 目 商業振興費でございます

。不用額が30億1,468万7,494円となっております

そのほとんどが、中小企業融資制度貸付金の緊

急対策枠の原資30億円で、これは大規模な自然

災害や急激な景気の悪化等へ対応するため、予
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算を確保いたしておりましたが、対応がなかっ

たことから執行残となったものでございます。

そのほか、プロフェッショナル人材戦略拠点

運営事業におきまして、旅費や需用費、役務費

などの拠点運営費が当初の見込みを下回ったこ

と等により執行残が生じております。

次に、特別会計の歳入決算について御説明い

たします。

別冊の横長の薄手の資料、平成28年度宮崎県

歳入歳出決算書をごらんください。資料の中ほ

どに水色の仕切り紙があると思いますが、その

中ほどから後ろの部分が特別会計ということに

なります。

資料の中ほどの１ページをお開きください。

小規模企業者等設備導入資金特別会計でござ

いますが、上のほうの表の一番下、歳入合計欄

でございます。右から４列目の調定額５億7,765

、 、万8,542円 右隣の収入済額４億7,073万9,089円

一つ飛んで右側の収入未済額１億691万9,453円

となっております。

特別会計の歳入決算は以上でございます。

次に、別冊の主要施策の成果に関する報告書

について御説明いたします。

お手元の分厚い報告書のほうをお願いしたい

と思います。青いインデックスの商工政策課の

ところ、187ページをお開きいただけますでしょ

うか。

産業づくりの２、創造性のある工業・商業・

サービス業が営まれる社会でございます。ペー

ジ中ほどからの表、施策推進のための主な事業

及び実績により御説明いたします。

まず、中小企業融資制度貸付金についてでご

ざいます。これは金融機関、信用保証協会と連

携をいたしまして、低利の事業資金を円滑に提

供するためのもので、28年度は、261億4,064

万1,000円の原資を金融機関に預託いたしまし

た。一番右側の主たる実績内容等の欄でござい

ますが、新規融資実績は1,086件、121億8,847

万7,000円でございました。

次の中小企業金融円滑化補助金は、県の中小

企業融資制度を利用いたします中小企業者の信

用保証料の負担軽減を図りますため、信用保証

協会に対して保証料の一部を補助するもので 28、

年度は8,544万4,000円の補助を行いました。

次の信用保証協会損失補償金は、県融資制度

の代位弁済に係る信用保証協会負担分につきま

して、損失補償契約に基づき、信用保証協会に

。対しまして損失補償を行ったものでございます

次の中小企業団体中央会等補助金は、県中小

企業団体中央会に対しまして、指導員等の人件

費や組合指導事業への補助を行ったものでござ

います。

188ページをお開きください。

一番上の改善事業「小規模事業経営支援事業

費補助金」は、商工会、商工会議所に対しまし

て、経営指導員等の人件費や経営改善普及事業

等への補助を行ったものでございます。

次の新規事業「小規模企業総合支援」は、商

工会等に対しまして、小規模企業が行います新

商品開発等の取り組みや、商工会等が行う小規

模企業向けの講習会の開催などへ3,267万8,000

円の補助を行ったものでございます。

次の中小企業等経営基盤強化支援では 県内46、

カ所の商工会等に設置いたしました経営支援チ

ーム活動や税理士等の専門家派遣を通して、中

小企業等の事業の強化、新分野進出、創業等に

向けた取り組みを支援したものでございます。

次の新規事業「クラウドファンディングを活

用した中小企業金融支援」では、新たな資金調

達手法としてのクラウドファンディングの普及
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促進を図りますため、セミナーを計７回開催い

たしますとともに、６企業７件のクラウドファ

ンディングの活用をモデル的に支援したところ

でございます。

189ページをごらんください。

一番上のプロフェッショナル人材戦略拠点運

営でございます。

拠点マネジャーが県内企業を訪問し、県内企

業の求人ニーズを明確にした上で、民間人材ビ

ジネス事業者に取り次ぐことにより、県内企業

と都市部プロ人材とのマッチングを支援いたし

ました。28年度は33件の求人があり、マッチン

グによる採用者数は３人となっております。

次の新規事業「 世界へ尖レ」みやざき産業人「

財育成」は、みやざきスタートアップ支援事業

により、新たな雇用を生み出す成長性の高いベ

ンチャーを発掘・育成いたしますため、創業予

定者等に対して、セミナーやビジネスプランコ

ンテストの開催、商談会への出展支援など、販

、路開拓や資金調達等を支援いたしますとともに

みやざき若手経営者養成塾や新事業展開応援塾

を開催し、明確な経営理念や成長戦略を持って

新事業へ果敢にチャレンジする若手経営者等を

。養成する取り組みを行ったところでございます

次のみやざき小規模企業者等設備導入資金貸

付金は、産業振興機構に対し１億2,500万円を貸

し付けたものでございますが、これは小規模企

業者等の創業や経営基盤の強化に必要な設備資

金貸付制度の原資でございます。機構におきま

しては16件、8,538万円の設備導入資金の貸し付

けを行っております。

192ページをお開きください。

表のまちなか商業再生支援でございますが、

商店街振興のための取り組みに対する助成及び

まちづくりを担う若手商店街リーダーの育成を

行ったものでございます。28年度は、都城市や

、小林市など５市町の５事業に対して助成を行い

リーダー成長支援研修会等を４回実施したとこ

ろでございます。

主要施策の成果につきましては、以上でござ

います。

最後に、別冊の平成28年度宮崎県歳入歳出決

算審査意見書の35ページをお開きいただけます

でしょうか。

小規模企業者等設備導入資金特別会計につき

まして、意見・留意事項がございましたので御

説明いたします。

一番下の意見・留意事項等の欄にございます

とおり 「貸付金の収入未済額については、前年、

度に比べ減少しているものの、なお多額の収入

未済があるので、今後とも引き続き償還促進に

ついての努力が望まれる」との意見でございま

す。

収入未済額につきましては、訪問・文書催告

等によりまして回収に努めているところでござ

います。ページの下のほう、イにございますと

おり、平成28年度は50万円を回収し、収入未済

額は１億691万9,453円となっております。

引き続き償還促進に努めますとともに、要件

を満たしました債権については、不納欠損処理

についても検討をしてまいりたいと考えている

ところでございます。

、 、なお 監査における指摘事項につきましては

特に報告すべき事項はございません。

商工政策課は以上でございます。

。○河野企業振興課長 企業振興課でございます

企業振興課の平成28年度決算につきまして御

説明いたします。

、決算特別委員会資料にお戻りいただきまして

２ページをお願いいたします。



- 10 -

平成29年10月３日(火)

企業振興課は、上から２段目の欄でございま

す。予算額は17億963万9,000円、支出済額は13

億4,528万4,716円、翌年度への繰越額は３

億4,200万円、不用額は2,235万4,284円で、執行

率は78.7％、翌年度繰越額を含む執行率は98.7

％であります。

次に、同じ資料の８ページ、企業振興課のイ

ンデックスのところをお願いいたします。

目の不用額が100万円以上のもの、執行率が90

％未満のものについて御説明いたします。

まず、下から６段目の（目）工鉱業振興費で

あります。

、不用額が1,944万1,903円となっておりますが

これにつきましては、９ページのほうをお願い

いたします。

不用額の主なものは、上から２段目の委託料

や、その３つ下の負担金・補助及び交付金であ

り、委託料につきましては、主に食品製造業者

販売力向上事業のシステム構築による委託料の

執行残であり、負担金・補助及び交付金につい

ては、産学金労官プラットフォームによる地域

産業・企業成長促進事業などの実績確定に伴う

補助金の執行残などによるものであります。

次に、中ほどの（目）工業試験場費でありま

す。

、 、不用額が254万8,683円 また執行率が40.5％

翌年度繰越額を含めた執行率は99.6％となって

おります。

不用額につきましては、主に需用費や旅費な

どの事務費の執行残であります。

また、執行率につきましては、国の地方創生

拠点整備交付金を活用した事業を本年２月議会

で補正予算として出させていただいたものであ

りますが、その事業を繰り越したことによるも

のであります。

事業の内容としましては、工業技術センター

と食品開発センターにおいて、試験研究機能及

び企業支援の強化のための施設整備等を行うも

のであります。

次に、お手元の主要施策の成果に関する報告

書について御説明いたします。別冊のほうをお

願いいたします。

、報告書の企業振興課のインデックスのところ

ページでいいますと193ページになります。

産業づくりの１の（１）産業間・産学金官連

携による新事業・新産業の展開であります。

まずは、表の下の改善事業「東九州メディカ

」 。ルバレー医工連携ステップアップ であります

医療機器産業への参入や販路開拓を支援する

コーディネーターの配置、医療関連技術と機器

のパッケージによる海外展開などにより、県内

企業の新規参入から取引拡大に向けた取り組み

支援を行うとともに、宮崎大学の寄附講座を中

心とした、企業との医工連携による研究開発を

進めたところであります。

194ページをお願いいたします。

一番上の新規事業「地域資源を活用した健康

志向の食品開発促進」であります。

機能性表示食品制度に基づく届け出を行う見

込みのある県内事業者に対しまして、届け出に

必要なヒト臨床試験等のエビデンス構築のため

の支援を行うとともに、食品開発センターに高

性能分析機器を導入し、麹菌や乳酸菌等の食品

に活用可能な微生物の分析体制強化を行ったと

ころであります。

次に、196ページをお願いいたします。

２の（１）工業の振興であります。

右側の表の一番上になりますが 新規事業 産、 「

学金労官プラットフォームによる地域産業・企

業成長促進」であります。
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域外から外貨を獲得し循環させる、地域経済

の牽引力を持った中核企業の育成を図るため、

産学金労官の13機関で構成する企業成長促進プ

ラットフォームにより、将来、中核企業になる

ことが期待される企業（成長期待企業）を発掘

し、集中支援を行ったところであります。

次に、その３つ下ですが、改善事業「東九州

自動車道を生かす～自動車産業等販路開拓・競

争力強化」であります。

自動車産業関連企業が集積する北部九州に設

置したフロンティアオフィスを県内企業に提供

するとともに、アドバイザーなどによる支援と

あわせて、本県企業の取引拡大に取り組んだと

ころであります。

次に、一番下の新規事業「食品製造業者販売

力向上」であります。

県などに寄せられる県内外の卸売業者等から

の取引相談情報などを一元的に集約・管理し、

県内食品製造業者とのマッチングを効率的に行

うためのシステムを整備するとともに、平成27

年４月施行の食品表示法に対応するためのアド

バイザー育成を行ったところであります。

次に、198ページをお願いいたします。

工業技術研究開発及び食品開発センター研究

開発であります。

工業技術センターにおいては、バイオマスボ

イラーにおける燃焼灰の生成防止技術に関する

研究や、湿度コントロール技術に関する研究な

ど10テーマの研究開発を、また、食品開発セン

ターにおいては、機能性を付与した干したくあ

んに関する研究など10テーマの研究開発を行っ

たほか、それぞれのセンターで、企業からの依

頼試験や技術相談等に対応したところでありま

す。

次に、201ページをお願いいたします。

（ ） 。２ の商業・サービス業の振興であります

ＩＣＴ産業総合力強化でありますが、ＩＣＴ

企業の在職技術者やコールセンターへの就職を

目指す方を対象とした研修を実施することによ

り、ＩＣＴ産業を担う人材の養成に取り組むと

ともに、首都圏と本県企業による商談会を開催

し、販路開拓を支援したところであります。

主要施策の成果につきましては、以上であり

ます。

なお、監査委員の決算審査意見書及び監査報

告書に関しましては、特に報告すべき事項はあ

りません。

企業振興課は以上であります。

続きまして、企業立地課○温水企業立地課長

の平成28年度の決算につきまして御説明をいた

します。

決算特別委員会資料の２ページをお開きくだ

さい。

企業立地課は、上から４番目の欄ですが、予

算額が７億2,535万5,000円、支出済額は６

億8,606万8,997円、不用額は3,928万6,003円、

執行率は94.6％となっております。

次に、資料の15ページをお開きください。

目の不用額が100万円以上のものについて御説

明をさせていただきます。

ページ中ほどの（目）工鉱業振興費でありま

す。

不用額が3,928万2,378円となっております。

主なものは企業立地促進補助金でありまし

、 。て 3,413万7,000円の不用額となっております

企業立地促進補助金は、立地企業の新規雇用

や設備投資などの実績に応じて支払うものであ

り、毎年度、次年度に申請資格のある立地企業

に対しまして、あらかじめ申請の有無と見込み

額を確認の上、予算を計上しておりますが、平
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成28年度に補助金の申請を予定しておりました

立地企業のうち、一部の企業が補助金の申請を

見送ったことや、申請額が当初の見込み額を下

回ったことなどによりまして、補助金に執行残

が生じたものであります。

続きまして、主要施策の成果の主なものにつ

いて御説明をいたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の企

業立地課のインデックスのところ、211ページを

お開きください。

産業づくりの２の（１）工業の振興でありま

す。

施策推進のための主な事業及び実績の表のう

ち、まず、２段目の「田舎で起業」働く拠点づ

くり推進であります。

これは、古民家や廃校などの未利用施設を企

業の拠点とするための施設整備を行う中山間地

域の市町村に対して支援を行う事業でありまし

て、平成28年度は、三股町が行いました旧三股

町商工会事務所をテレワークなどを行うコワー

キングスペースとして改装整備した事業に対し

て助成を行っております。

次に、改善事業「企業誘致推進ネットワーク

強化」であります。

本県の企業立地環境を広く企業に理解してい

ただくことが立地に向けての第一歩と考えてお

りまして、積極的な企業訪問を行っていくこと

が重要であります。

このため、私ども企業立地課を初め、東京、

大阪、福岡の各県外事務所の県職員に加えまし

て、各業界に関する知識や人脈等が豊富で幅広

く企業にアプローチできる企業に、企業誘致コ

ーディネート業務を委託しております。関東エ

リアの２企業、中部・関西エリアの１企業に委

託しまして、平成28年度の企業訪問数は延べ424

企業となっております。

次に、212ページをお開きください。

新規事業 宮崎に投資 企業立地プロモーショ「「 」

ン」であります。

本県への企業立地を促進するため、東京にお

いて企業立地セミナーを開催し、企業に対し、

。本県の企業立地環境等をアピールいたしました

また、パンフレットやＰＲ動画の作成及びホー

。ムページの充実に取り組んだところであります

次に 「企業立地促進補助金」であります。、

補助金の申請がありました28企業に対しまし

て、設備投資額や新規の雇用者数等の実績に応

じ、補助金を交付したものであります。

次の表、施策の進捗状況でありますが、新規

企業立地数等につきまして実績を記載しており

ます。先ほど説明いたしました事業など、さま

ざまな企業立地活動を展開した結果 平成27 28、 、

年度の累計で企業立地件数は96件、そのうち県

外企業が43件で、企業立地によります最終的な

雇用創出数は3,709人となりまして、平成30年度

までの４年間の目標値に対しまして、２カ年で

いずれも２分の１を上回る実績を上げることが

できたところであります。

今後とも目標の達成に向けて、より一層の積

極的な企業立地活動に取り組んでまいります。

主要施策の成果につきましては、以上でござ

います。

、 、なお 監査委員の決算審査意見書に関しては

特に報告すべき事項等はございません。

企業立地課の説明は以上であります。

ありがとうございました。○渡辺主査

説明が終了いたしました。

委員の皆様から御質疑はありませんでしょう

か。

商工政策課にお伺いしたいと思い○黒木委員
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ますけれども、いろんな創業支援 企業支援─

とか資金面の支援とか行っておりますけれど

も、28年度に起業、創業した企業数というのは

どれぐらいあるのでしょうか。

ちょっと今確認いたしま○小堀商工政策課長

すので、少々お待ちください。

正式なデータという形ではございませんで、

商工会それから商工会議所のほうを通じてのデ

ータという形になりますが、そちらのほうで

は227件となっております。

また、お手元の主要施策の成果の190ページを

ごらんいただけますでしょうか。上のほうに施

策の進捗状況ということで、県が実施する創業

支援事業により創業等を行った事業者、これは

累計になりますけれども、内容といたしまして

は、スタートアップ支援、それから、創業を手

助けするビジネス応援プラザへの入居者という

ような形で、28年度は11社、結果、累計で25社

という状況になっております。

、○黒木委員 県内は小規模な企業といいますか

そういうものが非常に多いわけで、倒産件数は

少ないけれども、休・廃業が非常に多いという

ことで、全国でもトップクラスと聞いておりま

す。自分の周りとかいろんなところを見回して

みましても、後継者や人手がいないということ

で、将来相当な数が減ってくるんではないかと

いうような気がするんですけれども。事業を継

続していくためのマッチングとか、そういった

支援というのは、この事業の中のどこかで行っ

ているんでしょうか。

今、委員から御指摘がご○小堀商工政策課長

ざいましたとおり、中小企業にとりまして、後

継者不足というのが非常に大きな課題の一つと

なっているところでございます。

それで、内容といたしましては、先ほどの主

要施策の成果の188ページをごらんいただけます

でしょうか。こちらのほうで、商工会それから

商工会議所等に対する助成を行っているところ

でございます。一番上の小規模事業経営支援補

助金の中で、商工団体のほうで事業承継セミナ

ーというものを開催いたしまして、その中で、

事業承継を考えていらっしゃる方々に対して説

明を行っているところでございます。

また、その前のページの187ページの一番下、

中小企業団体中央会等補助金でございます。同

じく中央会のほうでも同様な形で組合員を対象

とした研修会で、これからの生き残り策ですと

か、今後の事業承継の傾向と対策といったもの

を行っているところでございます。

自分が住んでいるところは山村で○黒木委員

すから、周りを見てみますと、本当に小さい商

店が、あと何年かするともうなくなるんではな

いかというような心配もするわけであります。

一方で、大都会から突然やってきて、これか

ら何か新しい事業を立ち上げたいというような

話をしている人も現実にいるんですけれども、

そういった人と、事業継続・発展していくため

のお金だけではなくて、人のあっせんといいま

すか、そういったものもやっぱり今後、何かい

。 、い方法はないか そういうものができていけば

何とか少しでも残っていくんではないかなとい

うような気がするもんですから。そういうこと

についても、やっぱり今後何らかの形で具体的

に進めていっていただくとありがたいなと思い

ます。

委員の御指摘のとおりだ○小堀商工政策課長

というふうに考えております。

それで、委員の地元のほうでも、あるお菓子

屋さんの方が、もう高齢になられて、後継者を

探していると。しかしながら、なかなか後継者
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がいない。ただ、非常にお菓子の質もよくて、

販路もあって、顧客もついているというような

状況の中で、後継者についての御相談がござい

ます。

、 「 」その中で 189ページの中ほどに 世界へ尖レ

みやざき産業人財育成というところがあろうか

と思いますが、その２つ目、チャレンジする経

営者等育成事業の中で、みやざき若手経営者養

成塾というのが書いてありますが、こういった

ところを活用して取り組みがなされていると。

それから、29年度から新たに事業承継支援事

業という形で、商工会議所連合会のほうに１名

支援員を配置いたしまして、そちらのほうから

も委員がおっしゃられたような取り組みの推進

を開始しているところでございます。

以上でございます。

はい、わかりました。○黒木委員

ほか、いかがでしょうか。○渡辺主査

私のほうから、同じく商工政策課○重松委員

の188ページのクラウドファンディングの活用で

すね。新たな資金調達方法とありますが、具体

的にもうちょっと内容、事例等を教えていただ

けないでしょうか。

クラウドファンディ○齊藤経営金融支援室長

ングを活用した中小企業金融支援事業でござい

ます。これにつきましては、28年度に、今まで

なかったインターネットを介した投資家と企業

の事業を、そこで募ってやろうということでご

ざいます。具体的に言いますと、そこの下に書

いてございますけれど、６企業の７件というこ

とでございます。クラウドファンディングによ

りまして、例えば、五ヶ瀬の米のブランド「ま

けしらず」というのをつくられていて、それの

、ＰＲで１口１万800円ぐらいを120万円募集され

これについては、すぐ全国からの支援が集まっ

ているところでございます。

あと、珍しいところでいいますと、カラスミ

。 、ですね これは宮崎市の企業さんですけれども

１口１万800円を120万円。これも全額調達済み

ということになっております。

ただ、いろいろ種類によっては、まだ募集中

のところもあるんですけれども なかなか集まっ、

ていないものもあるというようなことでござい

ます。

新しい手法として大変注目はされ○重松委員

ておりますので、しっかりまた取り組んでいた

だきたいなというふうに思います。

今度は、商工政策課の192ページにあります商

店街の事業ですね。まちづくりを担う商店街若

手リーダーの育成は毎年頑張っていらっしゃい

ますが、①番の商店街で利用可能な地域ポイン

トシステム導入支援について、説明をいただけ

ませんでしょうか。

そちらのほうは、延岡市○小堀商工政策課長

で行われた事業でございます。中心市街地のに

ぎわい創出を目的といたしまして、駅まちエリ

、アの再整備というような形で行っておりますが

、 、そうした中で 市内の小売業者等に対しまして

買い物に使えるカードですとか交通関係のカー

ド、それから電子マネー決済ですとか、あと地

域のポイントですね。そういった管理のできる

機能のついた端末機の設置に対して、150万円の

助成を行っているところでございます。

、 。○重松委員 それは ことしぐらいからですか

もっと前からやっていらっしゃるんですか。済

みません、ちょっと聞き逃したんですが。

28年度からの事業で、今○小堀商工政策課長

の延岡市におかれては、 28年度の単年度事業と※

なっております。

※次ページに訂正発言あり
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これは、また今後ほかの地域への○重松委員

拡大というか 要望とか何か出てきているでしょ、

うか。

各地域のほうで、それぞ○小堀商工政策課長

、 、れの地域に応じたポイントのシステム 例えば

健康ポイントを使ったシステムですとか、あと

は住基カードを使ったシステムですとか、いろ

いろ御検討をされていると伺っているところで

ございます。

申しわけございません。私、延岡市が28年度

と申し上げましたが、28年度から29年度でござ

います。訂正させていただきます。

、 、○重松委員 具体的に そのカードというのは

ＩＣチップか何かがついている端末との連動に

なるんでしょうかね。

はい。委員御指摘のよう○小堀商工政策課長

な形のカードが多いというふうに伺っておりま

す。

ということは、そのポイントをい○重松委員

ろんな形でリード・ライトできて、用途が広が

るということになるんでしょうか。

はい。さまざまな形での○小堀商工政策課長

。活用が期待されるということで考えております

、 、 、ただ まだ余り本格化しておりませんので 今

委員がお考えの形で広がりを持っていけるよう

に支援してまいりたいというふうに考えており

ます。

ありがとうございました。○重松委員

商工政策課なんですが、この工業○星原委員

・商業・サービス業が営まれる社会ということ

で、工業の振興を取り上げておられるんです

が、191ページの表に中小企業融資制度の貸し付

け状況というのが出ていまして、平成24年、25

年度と比べると、この28年度は融資件数、融資

額がかなり減っているわけですけれども、もう

新たにベンチャー企業とか起こす人たちが、少

なくなってきたと捉えていいんでしょうか。

中小企業融資制度の○齊藤経営金融支援室長

貸し付け状況ということでございます。御案内

のとおり、平成24年度は1,749件の161億円で、

平成28年度は1,086件の122億円というふうに減

少傾向であります。これにつきましては、要因

といたしまして、御案内のとおり、日銀の異次

元の金融緩和による金利低下とか、あとは銀行

間の競争、それと日銀の経済概況でも本県の景

気は緩やかに回復しているというようなお話も

あります。そういうようなことで、金融機関が

非常にリスクが取りやすい、融資しやすいとい

う状況にあることが、まず１点ございます。

それと、金融庁も地方創生のために、金融機

関に対しまして、担保・保証人によらない会社

そのものの事業性の評価を行って、それに融資

しなさいと強く指示しているということがござ

いまして。この県の融資制度は、金利のほかに

保証料とか必要になってくるということで、地

域金融機関のプロパーの融資と比べると若干割

高になることもありまして、減少傾向になって

。いるのではないかというふうに考えております

今の説明からいけばそうなんで○星原委員

しょうけれど、融資件数も融資額も少なくなっ

ているということは、宮崎県内の企業が積極的

にいろんなことに取り組んでいるのかなという

ふうな意味合いにもとれるんですが、その辺は

どう捉えたらいいんですか。

先ほど日銀の宮崎県○齊藤経営金融支援室長

金融経済概況をお話ししましたけれども、その

中で、県内の貸出金の状況といたしましては、

対前年度比でふえているというような状況であ

りますので、資金につきましては、きちんと県

内の中小企業のほうにも回っているんではない
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かなと考えているところでございます。

もう一点 そしたら この24年 25○星原委員 。 、 、

年あたりと比べると、28年は、ベンチャー企業

として新たに企業を起こした人たちの件数を比

較したときには、件数的にはふえているんです

か、減っているんですか。

、○齊藤経営金融支援室長 ちょっとそこまでは

まだ把握していない状況でございます。

よろしいですか。ほかにございま○渡辺主査

せんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって、商工政○渡辺主査

策課、企業振興課、企業立地課の審査を終了い

たします。

暫時休憩いたします。

午後２時12分休憩

午後２時14分再開

分科会を再開いたします。○渡辺主査

これより、雇用労働政策課、観光推進課、オ

ールみやざき営業課の審査を行います。

平成28年度の決算について各課の説明を求め

ます。

なお、委員の質疑は、３課の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

雇用労働政策課の決○外山雇用労働政策課長

算について御説明いたします。

決算特別委員会資料２ページをお願いいたし

ます。

雇用労働政策課は、上から３段目の欄であり

ます。

当課の平成28年度一般会計の決算額は、予算

額17億6,813万7,320円、支出済額16億7,507

万6,554円、翌年度への繰越額はございません。

不用額9,306万766円、執行率は94.7％となって

おります。

次に、目の不用額が100万円以上のもの、執行

。率が90％未満のものについて御説明いたします

11ページをお願いいたします。

（ ） 。上から３段目の 目 労政総務費であります

不用額は1,243万1,517円となっております。

主な理由でありますが、平成27年度２月補正

において、28年度へ全額繰り越した地方創生加

速化交付金活用事業について、入札等により委

託料、需用費、旅費等に執行残が生じたもので

あります。

なお、執行率は97.9％であり、翌年度繰越額

はございません。

次に、12ページをごらんください。

１行目 （目）労働教育費であります。、

不用額は263万205円となっております。

主な理由でありますが、平成27年度２月補正

において、28年度へ全額繰り越した地方創生加

速化交付金活用事業について、入札等により需

用費等に執行残が生じたものであります。

なお、執行率は87.7％であり、翌年度繰越額

はございません。

次に、下から５行目 （目）職業訓練総務費で、

あります。

不用額は6,034万4,225円となっております。

主な理由でありますが、国からの受託事業で

あります宮崎成長産業人材育成事業において、

委託料の確定等に伴い不用額が生じたことなど

によるものであります。

なお、執行率は90.4％であり、翌年度繰越額

はございません。

次に、13ページをお開きください。

中ほど （目）職業訓練校費であります。、

不用額は1,765万4,199円となっております。

主な理由でありますが、離職者等の再就職を
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促進するための委託訓練において、委託先へ支

払う就職率に応じた報奨金が見込みを下回った

、 、ことなどにより 報償費に不用額が生じたこと

また、訓練の受講者数が見込みを下回ったこと

により、委託料に不用額が生じたことなどによ

るものであります。

なお、執行率は96.5％であり、翌年度繰越額

はございません。

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

資料の主要施策の成果に関する報告書のほう

をお願いいたします。報告書の雇用労働政策課

のインデックスのところ、202ページをお願いい

たします。

まず、産業づくりの４の（１）産業を支える

人財の育成・確保であります。

主な事業について御説明いたします。

１段目の認定職業訓練助成事業費補助金でご

ざいます。

この事業におきまして、中小企業の事業主等

がその従業員に対する職業訓練を行う認定職業

訓練校の運営費の一部を補助し、従業員のスキ

ルアップを支援したところであります。

その下、技能向上対策であります。

この事業におきまして、将来を担う若者など

のものづくりへの関心を高めるため、小中学生

等への技能体験教室や、高校生等への熟練技能

士による技能講座などを行ったところでありま

す。

また、産業を支える技能や技能士に対する県

民の理解を深めるため、技能まつりを開催した

ところであります。

次に、右側203ページをお願いいたします。

県立産業技術専門校であります。

西都市の本校において、高等学校卒業者以上

の方を対象に、電気設備科など４学科で１、２

年生あわせて124人に対し、職業訓練を行ったと

ころであります。

また、分校の高鍋校では、中学校卒業者以上

の方を対象に、建築科など３学科12人に対し、

１年間の職業訓練を行ったところであります。

そのほか、委託訓練につきましては、パソコ

ン事務等61の訓練コースを設け、離職者や母子

家庭の母等を対象として、合計1,029名の方に職

業訓練を実施し、県民の就職促進に努めたとこ

ろであります。

次に、205ページをお願いいたします。

（２）就業支援と職場環境整備であります。

２段目の新規事業「 70歳現役」就業応援」で「

あります。

シニア世代の就職面談会を県内３地区で４回

開催しており、55人の就職が決定したところで

あります。

また、みやざきシニア人材バンクをことし２

月に構築し、県内企業と求職者とのマッチング

に取り組んだところであります。

次に、206ページをお願いいたします。

１段目の新規事業 さあ みやざきで働こう！「 、

高校生県内就職促進」であります。

、就職支援員を県内３つのエリアに５人配置し

県内企業と高校の橋渡しに取り組むとともに、

企業と高校の担当者によるワークショップの開

催や、実際にものづくり、ＩＣＴ企業の現場を

体験するデュアルシステム人材育成モデル事業

の実施、高校２年生を対象とする企業ガイダン

スの開催を通して、地元企業の魅力に直接触れ

る機会を提供し、高校生の県内就職の向上に努

めたところであります。

次に、その下の新規事業「若年者職場定着・

県内就職促進キャリア教育連携」であります。
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この事業におきまして、高校１年生を対象と

した県内就職・進学に向けた進路選択のための

体験フェアの開催や、高校３年生及びその保護

者等を対象に、就職に関するハンドブックを作

成、配布し、高校生の県内就職の促進や早期離

職の防止に取り組んだところでございます。

次に、右側207ページをお願いいたします。

２段目の新規事業「みやざきＵＩＪターン就

職推進」であります。

この事業において、宮崎ひなた暮らしＵＩＪ

ターンセンターを設置し、宮崎の生活と仕事の

一体的な相談対応や、県内企業との交流イベン

ト等を開催し 県外から県内への就職促進を図っ、

たところであります。

また、九州各県及び山口県と連携し、首都圏

でのＵＩＪターン就職応援フェアや合同会社説

明会を開催するなど、首都圏から県内への若者

人材の還流を促進したところであります。

最後に、208ページをお願いいたします。

２段目、新規事業「みやざき「働き方改革」

加速化」であります。

仕事と家庭の両立による働きやすい職場づく

りを推進するため、両立支援企業推進員を設置

して、仕事と家庭の両立応援宣言企業の登録を

推進するとともに、パンフレットの配布やセミ

ナーの開催により、仕事と家庭の両立について

啓発を図ったほか、仕事と家庭の両立応援宣言

企業に社会保険労務士を派遣し、働きやすい職

場づくりに取り組む企業の支援を行ったところ

であります。

主要施策の成果については、以上でございま

す。

次に、監査における指摘事項等についてであ

りますが、当課につきましては、指摘事項とさ

れたものはございませんでした。

また、宮崎県歳入歳出決算審査意見書に関し

ては、特に報告すべき事項はございません。

説明は以上でございます。

観光推進課の平成28年度○岩本観光推進課長

歳出決算について御説明いたします。

決算特別委員会資料の２ページをお開きくだ

さい。

まず、一般会計でございますが、上から５番

目 観光推進課の欄をごらんください 予算額17、 。

億8,588万1,000円に対しまして、支出済額は17

、 、億3,488万6,787円 不用額は5,099万4,213円で

執行率は97.1％であります。

次に、特別会計でございます。

特別会計の欄の２段目でございますが、こち

らは、えびの高原スポーツレクリエーション施

設特別会計と県営国民宿舎特別会計の合計額に

なります。予算額１億7,420万7,000円に対しま

して、支出済額は１億7,413万9,113円、不用額

は６万7,887円で、執行率は99.9％であります。

次に、目の執行残が100万円以上のものについ

て御説明いたします。

資料の16ページをお開きください。

上から３段目の（目）観光費でありますが、

不用額が5,099万4,213円となっております。

主な不用額としまして、まず、表の中ほど、

。 、旅費の不用額161万9,914円であります これは

国の九州観光支援交付金事業における出張旅費

の執行残等でございます。

次に、その下、委託料につきましては、不用

額が399万9,853円となっております。これは、

地方創生加速化交付金を活用しましたＭＩＹＡ

ＺＡＫＩ ＦＲＥＥ Ｗｉ―Ｆｉ推進・活用事

業の委託事業内容の見直しによる執行残でござ

います。

次に、２つ下の備品購入費でございます。
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不用額が180万4,906円となっておりますが、

これは、地方創生加速化交付金を活用して購入

したトレーニング機器の入札残であります。

その下の負担金・補助及び交付金の不用

額4,194万2,314円につきましては、地方創生加

速化交付金を活用した事業の交付決定によるも

のや、国の九州観光支援交付金事業の補助金の

確定に伴う執行残等でございます。

歳出決算の説明は、以上でございます。

次に、特別会計の歳入決算について御説明い

たします。

資料が変わりますが、お手元の平成28年度宮

崎県歳入歳出決算書の特別会計の後ろのほう、

５ページをお開きください。

えびの高原スポーツレクリエーション施設特

別会計でございます。

まず、ページ中ほど、歳入合計の欄をごらん

ください 調定額118万973円 収入済額118万973。 、

円となり、収入未済額はございません。

続きまして、２つめくりまして、８ページを

ごらんください。

県営国民宿舎特別会計でございます。

ページ中ほどにあります歳入合計の欄をごら

んください。調定額１億7,302万7,888円、収入

済額１億7,302万7,888円となり、こちらも収入

未済額はございません。

特別会計の歳入決算につきましては、以上で

ございます。

次に、主要施策の成果について御説明をいた

します。

資料が変わりますが、お手元の平成28年度主

要施策の成果に関する報告書、観光推進課のイ

ンデックスのところ、214ページをお開きくださ

い。

まず、産業づくりの３、活発な観光・交流に

よる活力ある社会の（１）観光の振興について

であります。

主な事業名の一番上、新規事業「 稼ぐみやざ「

き観光」宮崎版ＤＭＯ創造」であります。

これは、観光地経営の視点に立った戦略の立

案・成果の検証などを担う宮崎版ＤＭＯの構築

を目指しまして、基盤となりますマーケティン

グ機能や人財の育成、また、観光コンベンショ

ン協会を核にした戦略的商品造成機能の強化に

取り組むものであります。

稼ぐみやざき観光を支える人財を育成するた

め、観光みやざき創生塾を実施しましたほか、

マーケティング分析に必要なデータの収集等を

行ったところであります。

、 「「 」次に ２つ下の改善事業 みやざきＭＩＣＥ

推進」であります。

これは、厳しいＭＩＣＥの誘致競争を勝ち抜

くため、宮崎ならではの誘致や受け入れ体制を

構築・展開し、南九州におけるＭＩＣＥ拠点都

市を目指すものであります。

41件のＭＩＣＥ開催について支援を行いまし

たほか、キーパーソンの招聘や誘致懇談会の実

、 、施 またＭＩＣＥアンバサダーの委嘱等により

推進体制整備の強化を行いました。

熊本地震の影響が心配された中、ＭＩＣＥの

延べ参加者数としましては、前年度を上回る実

績となりました。

続きまして、215ページをごらんください。

下から２番目、新規事業「宮崎観光緊急誘客

対策」であります。

これは、昨年４月に発生しました熊本地震の

影響による観光産業への県独自の緊急対策とし

まして、大手ネット系旅行会社を通じた個人旅

行向けの宿泊割引や、本県での宿泊つき団体旅

行を実施する旅行会社へ支援を行いまして、落
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ち込んだ旅行需要の回復に取り組んだものであ

ります。

次に、その下の改善事業「東アジア等インバ

ウンド推進」であります。

これは、本県との直行便が就航している韓国

・台湾・香港での認知度向上の強化を行います

とともに、近年増加傾向にあるクルーズ船の誘

致促進等を図るものであります。

マスメディアを活用したセールスプロモー

ションの実施や、現地旅行会社等とのタイアッ

プ事業によりまして、訪日外国人の延べ宿泊者

数は前年を上回るなど、海外からの誘致促進に

つながりました。

また、船会社へのセールスや油津港の改修に

よりまして、クルーズ船の寄港が大幅に伸びて

いるところでございます。

続きまして、216ページをごらんください。

上から２番目、新規事業「インバウンド地域

連携誘客促進」では、本県初就航となるＬＣＣ

とタイアップしたプロモーションの実施を行い

ましたほか、市町村と連携したメディア招聘等

のプロモーションや旅行博覧会への出展等を実

施いたしました。

その下、東京オリンピック・パラリンピック

等おもてなし推進では、2019年ラグビーワール

ドカップ、2020年オリンピック・パラリンピッ

クの開催に伴う参加国のキャンプを本県に誘致

するため、現地キーパーソンを活用した誘致対

策やセールス、各国代表チームの視察受け入れ

、 。等を行いまして 本県ＰＲを実施いたしました

これらの取り組みによりまして、ドイツ陸上

代表チームの事前合宿が決定しております。

次に、新規事業「 スポーツランドみやざき」「

地域連携推進」であります。

これは、スポーツ資源を活用した先駆的な取

り組みを支援し、さらなる「スポーツランドみ

やざき」のブランディングを図るものでありま

す。

、アスリートメニューやアスリート弁当の開発

試食会の実施を行いましたほか、大規模スポー

ツ大会の開催支援や、スポーツ施設の多言語パ

ンフレット作成など、受け入れ環境整備につき

ましても力を入れたところでございます。

次に、220ページをお開きください。

（２）県境を越えた交流・連携の推進につい

てであります。

主な事業名の３番目、新規事業「九州観光支

援交付金」であります。

これは、熊本地震の発生によって失われた観

光需要を早期に回復させるため、国が創設した

九州観光支援交付金を活用して、九州各県等と

連携し、国内外向けの宿泊旅行商品割引等を実

施したものであります。

県独自の宮崎観光緊急誘客対策事業と切れ目

なく実施したことによりまして、県内の旅館・

ホテル宿泊客数は、平成28年７月以降につきま

しては、ほぼ前年並みに回復しているところで

あります。

主要施策の成果に関する報告書の説明は、以

上であります。

続きまして、監査における指摘事項等につい

て御説明いたします。

決算特別委員会資料に戻っていただきまし

て、22ページをお願いいたします。一番後ろの

ページになります。

まず、指摘項目の（１）支出事務になります

が 「魅力ある観光地づくり総合支援事業補助金、

等について、交付決定事務が大幅に遅れている

ものなどが散見された。留意を要する」との指

摘を受けております。
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これは、交付申請書提出後の調整や事務処理

に時間を要したことによりまして、交付決定事

務がおくれたものでございます。

再発防止策といたしまして、進捗状況を担当

内で随時確認し、課長補佐がチェック・指導す

る体制を整えますとともに、適正な事務処理を

行うよう職員へ周知徹底を図ったところでござ

います。

次に、資料が変わりまして、平成28年度宮崎

県歳入歳出決算審査意見書の42ページをお願い

いたします。

県営国民宿舎特別会計の欄の下段の意見・留

意事項等についてであります。

「県営国民宿舎は、平成18年度から指定管理

者制度を導入し運営を行っている。平成28年度

は、熊本地震等の影響を受け、えびの高原荘、

高千穂荘のいずれも損失を計上した。特に、熊

本（阿蘇）を経由する観光客が多い高千穂荘に

、 。おいては 宿泊客数が前年度を大幅に下回った

このため、利用者の確保や適正な管理運営等に

ついて、引き続き指定管理者と十分連携を図り

ながら、効率的かつ安定的な施設の管理・運営

を行うことが望まれる」との意見をいただいて

おります。

平成28年度は、えびの高原荘、高千穂荘のい

ずれも、４月に発生しました熊本地震の影響が

大きく、宿泊者数が減少し、損失を計上いたし

ました。

県といたしましては、地震の影響で落ち込ん

だ観光需要を早期に回復させるため、県独自の

対策や九州ふっこう割などを実施し、一定の成

果があったものと考えておりますが、引き続き

指定管理者と連携を図り、誘致の強化や経費の

削減等を行い、経営の健全化を図りますととも

に、適宜指定管理者を指導し、効率的かつ安定

的な施設の管理・運営に努めてまいりたいと考

えております。

、 。観光推進課からの説明は 以上でございます

オールみやざ○中嶋オールみやざき営業課長

き営業課の平成28年度の決算につきまして御説

明させていただきます。

戻っていただきまして、決算特別委員会資料

の２ページをお願いいたします。

オールみやざき営業課は、上から６番目の欄

になります。予算額は６億4,473万3,000円、支

出済額は６億2,855万1,158円、不用額は1,618

万1,842円、執行率は97.5％であります。

次に、目の執行残が100万円以上のもの、執行

率が90％未満のものについて、御説明いたしま

す。

資料の19ページをお開きください。

まず、上から３段目の（目）計画調査費でご

ざいます。

不用額が191万1,546円となっておりますが、

これは、旅費等の事務費や委託料などの執行残

であります。

次に、同じページの下から２段目の（目）商

業振興費であります。

執行率が 68.4％でありますが、これは、旅費※

等の事務費に執行残が生じたことによるもので

ございます。

次に、下の20ページをごらんください。

下から７段目の（目）物産振興費でございま

す。

、不用額が1,070万7,626円となっておりますが

これは、めくっていただきまして、21ページの

一番上にございますが、ふるさと宮崎応援寄附

金振興事業において、寄附金が見込みよりも下

回ったため、返礼品発送業務の委託料等に執行

※30ページに訂正発言あり
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残が生じたことなどによるものでございます。

次に、上から６段目の（目）観光費でありま

す。

、 、不用額が182万6,173円でありますが これは

旅費等の事務費や委託料の執行残などでござい

ます。

次に、資料変わりまして、主要施策の成果に

関する報告書について御説明いたします。

報告書のオールみやざき営業課のインデック

スのところをめくっていただきたいと存じます

が、ページで申しますと、222ページをお願いい

たします。

人づくりの１の（１）国際化への対応につい

てであります。

施策推進のための主な事業及び実績をごらん

ください。

まず、外国青年招致であります。

、 、 、 、これは 右にございますが アメリカ 韓国

シンガポールから各１名の国際交流員を当課に

、 、招致しまして 下の主な業務にありますように

県民との各種交流活動や、通訳・翻訳等の業務

を実施したところであります。

次に、下の欄の国際理解・交流促進では、国

際交流員が県内の学校を訪問して国際理解講座

等を実施し、児童生徒の国際理解の促進を図っ

たところであります。

次に、右側の223ページをごらんください。

一番上の多文化共生地域づくり推進でありま

す。

これは、地域住民と外国人住民とがともに地

域の一員として協力し合う多文化共生社会づく

りを進めるため、公益財団法人宮崎県国際交流

協会に委託し、普及啓発事業として広報誌等に

よる情報提供のほか、在住外国人支援事業とし

て、日本語講座や外国人住民法律・生活相談を

実施したところであります。

次に、下の段の東アジアとの交流促進では、

芸術・文化・スポーツの分野で活動している本

県と台湾の民間団体に、相互交流に向けた話し

合いや視察等を行っていただき、草の根レベル

の交流促進を図ったところであります。

続きまして、224ページをお開きください。

。海外技術研修員・留学生受入交流であります

これは、ミャンマーから１名の海外技術研修

員と、ブラジルから２名の留学生を宮崎大学へ

受け入れ、研修・修学の機会を提供するととも

、 、に 交流事業や地域行事への参加を通じまして

県民との交流や国際理解の増進を図ったところ

であります。

続きまして、226ページをお開きください。

産業づくりの２の（２）商業・サービス業の

振興についてであります。

まず、表の下の段にあります東アジアネット

ワーク拡充であります。

これは、海外交流駐在員を上海及び香港に、

また台湾に貿易アドバイザーを配置しまして、

貿易・投資等に関する情報収集や本県企業の海

外活動の支援、観光・コンベンションの誘致促

進などに努めたところであります。

続きまして、右側の227ページをごらんくださ

い。

オールみやざき県産品輸出拡大総合支援であ

ります。

これは、ジェトロ宮崎貿易情報センターの運

営負担を行うとともに、ジェトロ等と連携しな

がら、香港・台湾などにおける海外見本市への

出展などを行い、県内企業の海外市場への県産

品の輸出促進を図ったところであります。

次に、その下の新規事業「食の輸出拡大に向

けた流通ネットワーク構築」では、地域商社が
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中心となって取り組む海外見本市への出展や、

フェアの開催等を支援することにより、直接流

通の仕組みづくりを推進するとともに、県内企

業の海外における販路開拓活動を支援する補助

金の交付を通して、企業の海外展開や県産品の

輸出拡大を図ったところであります。

次に、オールみやざきによる県産品定番化・

定着化促進では、県物産貿易振興センターに委

託しまして 首都圏で行われるスーパーマーケッ、

ト・トレードショーなど大規模商談会への参加

や物産展の開催、新宿みやざき館・みやざき物

産館等のアンテナショップを活用した展示・販

売等を通じまして、県産品の販路拡大と定番・

定着化を図ったところであります。

続きまして、228ページをお開きください。

「 」 。新規事業 焼酎産業成長加速化 であります

本県の焼酎産業は、昨年の時点で出荷量が２

年連続日本一になるなど、注目が集まっており

ましたことから、さらなる成長加速化を図るた

め、酒造組合や各自治体と連携しながら、県内

や東京でのＰＲイベント「焼酎ノンジョルノ宮

崎」の開催や、首都圏13店舗での焼酎フェアの

展開、展示商談会への出展や新商品開発等の支

援に取り組んできたところであります。

続きまして、230ページをお開きください。

３の（１）観光の振興についてであります。

まず 「オールみやざき」発信であります。、

これは、本県のシンボルキャラクター「みや

ざき犬」を活用したＰＲ活動や、みやざき大使

やみやざき応援隊に対し、口コミによる情報発

信を促すため、県産品や観光地等の情報提供を

実施し、本県の魅力や旬の情報を全国に向け発

信したところであります。

最後に、新規事業「輝け！みやざきひなたブ

ランド定着」であります。

これは 「日本のひなた宮崎県」のキャッチフ、

レーズのもと、本県の知名度・好感度の向上に

よる地域活性化を図るため、著名人を活用した

ポスターや動画によるＰＲのほか、県民参加企

、画の実施や民間企業とのコラボ商品の開発など

県内外に向けた効果的なプロモーション展開に

取り組んだところであります。

主要施策の成果については、以上でございま

す。

なお、監査委員の決算審査意見書及び監査報

告書に関しましては、特に報告すべき事項はあ

りません。

オールみやざき営業課の説明は、以上でござ

います。

ありがとうございました。○渡辺主査

説明が終了いたしました。

質疑がございましたらお願いいたします。

雇用労働政策課の主要な施策、203○黒木委員

ページですけれども、県立産業技術専門校につ

いてですが、この委託訓練というのは結構対象

者が多いようですけれども、どこにどのような

方法・仕組みで、どのようなやり方をしている

のかをお伺いします。

委託訓練といいます○外山雇用労働政策課長

のは、離職者の再就職のための訓練をするもの

でございまして、 これを専門校に委託している※

という状況でございます。一般的には、訓練の

内容としましては、事務とか販売の基礎知識、

あるいは介護福祉士の養成、職業訓練がまだ未

熟な人について座学等、例えば、ビジネスマナ

ーとかを教えるような、そういった内容になっ

ております。それから、母子家庭に対する基礎

的な職業訓練 パソコンの使い方とか そういっ、 、

た内容となっております。

※30ページに訂正発言あり
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どのような募集をやっているんで○黒木委員

しょうか。

、○外山雇用労働政策課長 離職者訓練ですので

対象としては、ハローワーク等で御案内をした

り、一般的な周知・啓発にも努めているところ

でございます。

高鍋校の普通課程、短期課程です○黒木委員

けれど、委託訓練じゃない正規課程の人、それ

から委託訓練もですが、就職率は専門学校生

が95.9％で委託訓練生が81.8％ということです

けれども、求人の状況はどのようになっていま

すか。

求人の状況でござ○林県立産業技術専門校長

いますが、昨年度の場合で申し上げますと、本

。校のほうで大体５倍から６倍程度ございました

今のは西都校の話でございますけれども、も

う一方の高鍋校につきましては、中卒の方々を

対象にさせていただいておりますので、基本的

には企業さんと個別に御相談をさせていただい

て、それぞれ就職先を探しているというのが実

態でございます。

本校の場合、大変求人が多いとい○黒木委員

、 、うことですけれども 県内の就職率というのは

それぞれどれぐらいなんでしょうか。

これまでの累計で○林県立産業技術専門校長

ございますが、第１期生が平成15年度に入校を

しております。これまで終了しましたのが13期

生でございますが、本校の４つの訓練課で申し

上げますと、68％が県内に就職している状況で

ございます。あと、高鍋校でございますが、全

て県内ということで御理解をいただきたいと思

います。

今いろんなところで人手不足と言○黒木委員

われておりますので、県内の企業が求めるよう

な人材の育成にできる限り努めていただきたい

というふうに思いますし、要望しておきます。

以上です。

雇用労働政策課の203ページの技能○重松委員

検定合格者数 施策の成果等にも書いてあり─

ますが、平成28年度1,054名ですね。26年度から

ずっと下がっているような気が 27年度は上がっ。

ていますけれども、それからするとちょっと下

がっていますが、29年度、さらに30年度、1,300

人に向けてどのような取り組みをされていくの

か。もっともっとふやしていただきたいと思い

ますが。

技能検定の受検者数○外山雇用労働政策課長

でございますけれども、現在どうしてもものづ

くりというか、そういった現場の職につく方が

だんだん少なくなってきているという現状がご

ざいます。技能検定の実施はしておりますけれ

ども、大体受検者数についてはほぼ横ばいの状

況でございまして、合格率も約５割ちょっとと

なっております。先ほどの専門校も含めてです

けれども、ものづくり人材の育成については、

そういった産業というか建築関係でとても人手

不足の状況になっておりますので、そういった

、人材の確保に十分努めていきたいと思いますが

目標は1,300人にしておりますけれども、先ほど

主要施策の成果でも申し上げたんですが、例え

ば、202ページをお開きいただきまして、このよ

うな小中学生等への技能体験教室、あるいは若

年技能者等への熟練技能士による技能講座、こ

ういった事業を通じまして底辺を拡大して、技

能検定の受検者数あるいは合格者数の増につな

げていきたいと考えております。

進めていただきたいと思います。○重松委員

この技能検定を受けるためには、講習とか勉

強をするのに県外に行ったり、また試験を受け

るのも福岡・鹿児島とか、要するに、県内では
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なかなか受けられないというようなことも聞い

ているんですけれども。やはりそういう技能者

が検定を受けるための補助というか、そういう

ことは何かあったんでしょうかね。

技能検定につきまし○外山雇用労働政策課長

ては、受検手数料が現在１万7,900円というふう

になっておりまして、高校・大学・高専・産業

技術専門校それから認定訓練校等の生徒は１

万1,900円でございますが、10月１日以降に国の

ほうも、ものづくり人材の育成ということがあ

りまして、この辺の受検手数料を安くするとい

う動きとなっております。

わかりました。また進めていただ○重松委員

きたいと思います。

ほか、いかがでしょうか。○渡辺主査

220ページ、観光推進課ですね。新○坂口委員

規事業の九州観光支援交付金事業です。この中

で、国の10分の10事業と県単事業とをセットに

しながら、ずっと切れ目のないということです

が、まず、その事業をやったときのそれぞれの

予算の編成のところでしっかり連携がとれたの

かということと、県単の事業で予算の多寡がな

かったかですね。そこらを次の予算にどんなぐ

あいにつながれているのかなというのをちょっ

と。

少々お待ちください。県○岩本観光推進課長

単の事業につきましては、いち早く緊急的に需

要を喚起するという目的で検討して、独自の対

策としてやったわけですけれども、これにつき

、ましては５月補正で１億円の予算を組みまして

実績につきましては8,587万8,000円ということ

で、執行残としまして、137万8,000円が出てお

るところではございます。これは、販売実績に

応じた執行残という形にはなっております。全

体が約8,500万のうちの137万8,000円という残に

はなっております。

それに引き続きまして、国の交付金を活用し

て、九州ふっこう割の発行をやりました。これ

は２期に分けまして、第１期が７月から９月ま

で、第２期が10月から12月までということで、

これは県内の場合ですが、１期が最大５割、２

期が最大４割という割引率を用いまして 総勢12、

万6,000人の目標に対しまして、延べ宿泊者数15

万7,000人という実績になっております。国のほ

うは執行残が2,137万1,000円ほど出ております

が、総額が８億3,800万円ですので、執行率とし

ては97.5％で、おおむね事業の目的は達成され

。たのではないかなというふうに捉えております

国の事業が実施できる期間と、そ○坂口委員

のはざま・すき間を埋めるための県単だったの

か それともボリュームを上げるための県単だっ、

たのか。

昨年４月の中旬に地○福嶋観光経済交流局長

震が発生いたしまして、県としては緊急に、と

にかく急いでやらないといけないと。５月の連

休でもかなりのキャンセルが出ていたというこ

とで、国の事業ができるまでの間のつなぎをや

らないといけないことで、この１億円を早急に

組ませていただいたということであります。県

のほうが５月の中旬に臨時議会を開いていただ

、 、き 予算をつけていただいたわけですけれども

その後５月末に、国のほうがふっこう割の閣議

決定をしたということで。そのときは、国のほ

うの算定方式は、キャンセル数とかそういった

ものを参考にしながら予算を組み立てたと伺っ

ております。内容になるべく重複が出ないよう

に、緊急的にできるＯＴＡと、あと商品造成を

緊急にできるメディア系とかを県のほうでやり

まして、国が始まるまでには県のは売り切ると

いうようなことで取り組んだと記憶をしており
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ます。

その後、ふっこう割が出てきまして、県のほ

うは一応役割を終えたという形で、国のほうに

うまく引き継げたのではないかと思っておりま

す。

予算を僕ら議会で審査しているん○坂口委員

ですけれど、そこから29年度事業については、

特に県単分ですが、どんなぐあいの取り組みと

なっていくんですかね。

この地震後、やっぱり観○岩本観光推進課長

光の消費というのはかなり低迷しましたけれど

も、この本県独自の対策と、それから国の交付

金による対策によりまして、県内の旅館・ホテ

ルの宿泊客数につきましては、おおむね地震発

生前のレベルにまで回復してきているというこ

とでございますので、地震からの復興という意

味での対策は、29年度につきましては、特に講

じていないところであります。

そうすると、やっぱりこの約15○坂口委員

万7,000の入り込み客というのは、このまま維持

できそうな見通しを立てられているということ

ですか。

おっしゃいますように、○岩本観光推進課長

県内の主要宿泊施設の状況を今データで定時的

にとっているところではございますが、これは

市内の主な宿泊施設の状況でございますけれど

も、７月の状況で、28年度に対しまして106.7

％、27年度に対しまして102.5％でございます。

同月の比較でいきますと、もう100％以上に回復

しているという状況になっております。

それが純粋な地震による影響とい○坂口委員

う部分じゃなくて、観光そのもののルートとか

いろんな部分での。九州各県が国の事業をまず

やったわけですよね。宮崎県がつなぎ事業を入

れた。その双方を宮崎県がやめたときに、何と

いうんでしょうかね、極力その影響を排除して

見るには、各県の回復状況ですよね。それを見

てから、本県もやっぱりそこらと同じような並

びを示しているか。27年との比較が妥当なんで

しょうけれど。それで、そのまま推移できるよ

うならいいけれども、他県はちょっと伸びがあ

ると。これは、やっぱり地震の影響以外の、観

光そのものの動向の中での伸びと考えるべきだ

と思うんですよ。その中で、宮崎は27年水準に

戻ったことで、この傾斜に差があれば、これは

やっぱりちょっと考えるべきじゃないかと。県

単と国の事業とを同時にやめるべきじゃないん

じゃないかなと。そこらの見極めですよ。だか

ら、そこをどう見極めて予算編成につなげられ

たのかなというところですね。

九州各県の宿泊者数の状○岩本観光推進課長

況が数値で出ております。これで見ますと、28

年度の状況でございますが、例えば、本県の宿

泊者数、これは県外・県内、海外、外国人も含

めてでございますが、364万3,000人ということ

になっております。28年度は前年度と比べまし

て96.1％まで回復している状況がございます。

ちなみにお隣の大分県、こちらが92.7％に回復

しております。熊本県だけが102％ということに

なっております 長崎県が85.1％ 佐賀県が99.6。 、

％、福岡県は102.1％で、熊本と福岡が回復をし

ておりますが、宮崎県を見ますと、九州各県で

は中位ぐらいというような状況になっているの

かなと思っております。

一つ気になるのが、特に高千穂あ○坂口委員

たりの入り込みというのは、宮崎県の場合は、

急な上向きだったですよね。特に高千穂への入

、り込みなんていったら突出して伸びていたから

やっぱり両方の支援事業をやめて、その馬力が

維持できるかなという。だから、実際まだ実力
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的には返っていないんじゃないかなという気も

するもんですから、そこはまた今後検証してい

ただいて。

あと、それから、成果表の230ページ。施策の

進捗状況なんですけれど、これはいろんな考え

方があると思うんですが、一番下の26年、27

年、28年の実績値を見ると、認知度では30位か

ら35位ぐらいの間、魅力度が27年は13位まで上

がってきて、また24位に落ちているんですけれ

ど、来年はその２つとも10位以内を目標設定さ

れているんですが、まず29年の現況がどういう

ぐあいに動いてきているかというのと、この中

で来年度の目標達成が見通せるのかなというの

がちょっと気になって。今年度から来年度へか

けて特段のやっぱり何かを考慮しないと、なか

なか達成が難しいんじゃないかという気がする

んです。

御指摘のとお○中嶋オールみやざき営業課長

、 、 、り 認知度アップ 魅力度アップということで

そこの上のほうの「オールみやざき発信」で、

宮崎県のシンボルキャラクターとか、あるいは

ひなたプロモーションということで、27年度か

らいろんな媒体を使いまして、特に去年でいい

ますと、ひなたベンチとか、ああいうコストを

余りかけずに、非常に話題性のある、そういう

情報発信力のあるようなアイデアを出し合って

の取り組みをしたいと。

それとあと、企業とのコラボ事業ですね。食

品メーカーとも昨年やりましたけれども、そう

いった取り組みによって情報発信を進めていき

たいというふうに考えております。

それに加えまして みやざきｗｅｅｅｅｋ！！、

ということで、都市部のいろんなイベントで情

報発信を行っていますので、そういったものを

総合的に行いながら、認知度・魅力度アップに

貢献していきたい、努めていきたいと考えてお

ります。

雇用労働政策課206ページの の若○星原委員 ○新

年者職場定着・県内就職促進キャリア教育連携

事業ですが、こういう形で取り組みが始まって

何年目になるのかわかりませんが、 というこ○新

とは以前なかったと思うので、この事業をやっ

たことで、方向性とか、あるいは親の意識が変

わって、それで地元にという成果みたいなもの

が何かあるんですか。学校側とか、あるいはそ

ういう教育委員会関係者からとか。やり方につ

いて、こういう方法をすると、まだ効果が出る

んじゃないかとか、そういうものは考えられた

んですか。

事業としては、県内○外山雇用労働政策課長

就職率がワースト１位となった時点から始めた

わけでございますけれども、今おっしゃったこ

の若年者職場定着・県内就職促進キャリア連携

事業でございますけれども、これについては、

ここにありますように、高校１年生に対して進

路選択のフェアを、シーガイアでこのような人

数を集めて行いました それと同時に 下の 働。 、 「

くハンドブック」の作成・配布ということで、

県内企業の紹介をしたところです。

いろんな事業をやっておりますけれども、大

きな目標として、高校生に県内企業の魅力を伝

えるということと、それから、宮崎での働きや

すさ、宮崎で働くことの意義というのをお伝え

、 。する このあたりが今まで十分ではなかったと

そういうことで、高校生と県内企業をつなぐ、

そういう取り組みを今いろいろやっているとこ

ろです。

委員がおっしゃった意識ということでは、い

ろいろなアンケート調査等とか、県内に配置し

ております就職支援員等の声を聞きますと、今
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までそんな企業があるのを知らなかったとか、

こういったいい企業があることを初めて知った

とか、そういう声もありますし、企業のほうと

しては、もっともっと高校生なり若者に自分た

ちの企業の魅力を伝えていかなくてはならない

という、そういう意識の高まりを最近感じてい

るところでございます。

実績としましては、昨年度から県内高校就職

率は１ポイントは上がっておりますけれど、い

ろんなここにあります事業を継続して、引き続

き県内就職率あるいは若者の県内就職促進に向

けて取り組んでいきたいと考えております。

今、県内のいろんな職種の企業に○星原委員

行っても、労働力不足というか、採用したくて

もなかなかいない、来てくれないという状況が

続いていますよね。そうなってくると、やはり

皆さん方のところと教育委員会と学校との連携

のとり方ですよね。いろんな事業で集めること

はできるんでしょうけれど、どんな課題があっ

て地元に就職しないのか。先ほど出たように、

こういう企業があったということを知らなかっ

、 、たという点もあるでしょうし あるいは給料面

待遇ですよね。そういったものがほかの、県外

の企業と比較したときに、じゃあ地元に残すた

めに、どうやったら今度逆に埋められるのか、

そこまで踏み込んでいかないと。ただ、つなぐ

ことももちろん大事なことなんで、企業と子供

たちとのそういう場を設けたり、家族というか

親とそういう連携をとることも大事なんでしょ

うけれど。地元に就職希望をしないで県外に行

く人たちが、どういう理由で県外に行こうとし

ているのか、その辺のところも探って。さっき

言ったように、もし給料だとか、あるいは地域

に魅力が何とかとか、あるいは長い間勤めるの

にどうだとか、そういうものがあるとしたら、

地元に残すためにどうするか。これはもう学校

の先生方だと、先輩方が行っているところ、今

までだと大体そういうのを頼って県外に行って

いたわけですよね。だけど、地元ではそういう

取り組みをしていなかったので、そういうとこ

ろを断ち切って地元に残るためには、先生たち

自身にも地元企業のよさとかそういったものを

知ってもらって、子供たちから相談があったと

きに、こうこうだからここに残ったほうがいい

とか、そういうところまでもう一歩踏み込んで

いかないと、本当の意味で地元に残るのかなと

いうふうに思うので。その辺のところも今後、

学校とは違う皆さん方の立場で見て、そういう

ものも一方で考えてほしいなというふうに思い

ます。

それはもうそれでいいんですけれど、その隣

、のみやざきＵＩＪターン就職推進ということで

ここでも結構いろんなイベントをされたり、若

者と企業の参加者の数とかいろいろ出ています

よね。これもやっぱりその辺のところから得る

もの、何が課題で、あるいはどういう成果が出

ているのか。その辺は、できればこうやって報

告されるときに、こういう事業をやって、こう

、 。いうことになって こういう成果が出たんだと

どっちかと言ったら前年度の報告なので、こう

いうものが成果として出た、あるいは課題とし

てこういうものがありましたとか、そこら辺を

少し報告してもらうとわかりやすいんですが、

その辺はどうなんですか。

このＵＩＪターンの○外山雇用労働政策課長

事業につきましては、ここにありますように、

相談というのは、相談を受けた、あと、このイ

ベント等というのは、企業と求職者の面談会と

かそういったことをやっておりまして、その成

果でございます。
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209ページになりますけれども、上の施策の進

捗状況というところの四角の５番目でございま

す。説明会、マッチング等により就職した人数

という形ですね。これは実際県が追跡調査なり

で把握している人数ですので、実績としては平

成28年は若干減ってはおるんですけれども。こ

ういった形でいろんなところで就職につながっ

た数を実態的に把握をしようということで、今

後また検証をして、さらに進めていきたいとい

うふうに考えております。

はい、わかりました。○星原委員

じゃあ次は、215ページの観光推進課の東アジ

ア等インバウンド推進事業で。県単の実績内容

ということで、マスメディアを活用した知名度

向上対策、あるいは交通事業者や旅行会社等と

のタイアップによる誘客促進。こういう形のも

のというのは、もうずっと続けてきていると思

うんですよね。だから、同じようなやり方を毎

年繰り返していいのか。これは多分宮崎県だけ

じゃなくて、外国からそういう旅行者とか航空

会社とかいろんな関係のところには、そういう

形でどこも多分やっているんじゃないかなと。

そうすると、今度、そういう予算を多く流して

くれるところに、やっぱり旅行者でも航空会社

でも人を回すんじゃないかなと、そういう想定

がされるわけですよね。そうした場合に、じゃ

あ宮崎もやっぱりそういう数字的なもので、た

だ事業として毎年予算を渡しているというか流

しているのか。違う形でまた人間関係をつくっ

たりとかいろんな形を設けて、宮崎のほうにほ

かより呼び込む対策というか、そういうふうに

少しずつ変えていかないと、お金を渡すだけの

形で来てもらうというのが、本当の意味のイン

バウンド対策になるのかなと思うんですよね。

もちろん旅行者辺りはそういうものに飛びつく

わけですから、そういうことも大事なんですけ

れど、同じやり方・方法でも３年前、５年前と

すると、こうやって変えてきていますとか。あ

るいは国によっても、韓国、台湾、香港、それ

以外の国によって旅行者あたりも違うかもしれ

。 。ない 同じようなやり方をしていいのかどうか

長年やってきているんなら、もう少しそういう

工夫というか考え方を変えたりとか、どういう

ふうにほかの県がどういうやり方をしているか

、 、とか そういうこともやっぱりそろそろ考えて

一番効果の上がる何かを考えるべきときじゃな

いかなと思うんですが、そういう判断はないん

ですか。

この東アジア等インバウ○岩本観光推進課長

ンド推進事業では、インバウンドの主に骨格と

なるような事業をやっているところでございま

す。特にインバウンドに関しては、本県と定期

路線を開設しています韓国、台湾、香港を中心

に取り組んでいるところでございますが、従来

は、委員おっしゃられましたように、団体旅行

主体で取り組んでいたと。現地の旅行社にたく

さんお客さんを連れてきてくださいよというよ

うな形の取り組みが主体だったのかなと思って

おりますが、最近やはり旅行者の趣向も変わっ

てまいりまして、特に韓国もそうですし、香港

あたりは個人旅行者 ＦＩＴという方たちがやっ、

ぱり８割、９割を占めるような状況になってき

ました。個人旅行者になりますと、一つのパッ

ケージの旅行に余り興味がないといいますか、

それ以外のやっぱり人の行かないようなところ

だとか、自分の趣向に合わせて選ぶような形に

なってまいりますので、そういった従来やって

こなかったような体験型ですとか、今まで余り

表に出なかったような観光地を紹介するとか、

知恵を絞りながら そういった商品も地元でしっ、
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かりつくり上げて、売り出していくことがこれ

から大事になってくるのではないかなと思って

おります。それの実際の華々しい成功事例とい

うようなものはまだこれからだとは思いますけ

、 、 、れども 一つの例としましては ことしの春に

香港からウェディングツアーといったものもや

りました。あと、香港のほうからは、個人旅行

が多いんですけれども、今度はサイクリングを

目的にツアーを組んで、宮崎のそういった新し

い魅力も発見してもらおうというような取り組

みも始めたところでございます。今おっしゃら

れますように、従来型のことに乗っかるんでは

なくて、やはり新しいそういう魅力の発掘、そ

れと、ちゃんとその国の方々に伝えるような取

り組みをしっかりとやっていく必要があるかな

と思っているところでございます。

いろんな取り組みをされているの○星原委員

でいいんですけれども、できれば、やっぱり来

ていただいた方がリピーターになっていくため

にはどういうふうにするのか。リピーターとい

うことになると、その人が周りの友達やいろん

な仲間とか、企業で働いている職場の人とか、

いろんな形に広がっていくと思うんですよね。

だから、リピーターに、何回でも来てもらうた

めにどうしていくかとか、もう少しその辺で今

。後工夫をしていく必要があるんじゃないかなと

もう日本だけじゃなくて、世界各国でお互いに

そういうインバウンド対策をやるわけで、国内

でも47都道府県がいろんな対策を練る。そうい

う中で宮崎を選ばせるための、何度でも来たい

と思わせるための対策を。来てくださいという

のはいいんですけれども、そうじゃなくて、来

た人が満足して 帰って また来てもらう やっ、 、 。

ぱりそういうものも皆さん方のところだけじゃ

なくて、県全体、あるいは市町村、あるいはい

ろんな団体との連携の中で、そういったものも

今後は工夫をしていかないといけないんじゃな

いかなと思いますので その辺の取り組みもしっ、

かりやっていただければと思います。

意見でよろしいですか。○渡辺主査

はい。○星原委員

ほか、いかがでしょうか。○渡辺主査

先ほど黒木委員の専○外山雇用労働政策課長

門校の委託訓練の御質問に対しまして、私は離

職者訓練について、専門校に委託して実施とい

うふうにお答えしたんですが、正しくは、専門

校を通して各民間のそういう訓練機関に委託を

して実施をしておるということでございます。

訂正をさせていただきます。

黒木委員、よろしいですか。○渡辺主査

はい。○黒木委員

１点訂正をお○中嶋オールみやざき営業課長

願いします。先ほど決算事項別明細資料の19ペ

ージの商業振興費の一番右に執行率が68.7とご

ざいますが、そこを誤って68.4と申し上げまし

たので、訂正をよろしくお願いいたします。

ほかにございませんか。○渡辺主査

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって、雇用労○渡辺主査

働政策課、観光推進課、オールみやざき営業課

の審査を終了いたします。

暫時休憩をいたしまして、そのまま総括の質

疑に入りたいと思います。

暫時休憩します。

午後３時27分休憩

午後３時29分再開

分科会を再開いたします。○渡辺主査

前半、後半の説明及び質疑が全て終了いたし

ましたので、総括質疑に移ります。
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商工観光労働部の決算全般について、何か御

質疑がありますでしょうか。

毎年いろんな事業をして、こうい○星原委員

う成果報告があるわけですけれど、かけている

予算の費用対効果の部分、常に追っかけられな

い事業もあるかもしれませんが、やっぱりそれ

を追いかけることで、新たな取り組みの内容が

変わってくるんじゃないかなと。ですから、成

果がどこまで出て、自分たちが目指した事業の

目的達成まで、100％まで来ているように捉える

のか、70％とか80％か。そのときに、じゃあそ

の残りの足りない部分のために次に何を変えて

いくか。まあ当然やられていると思うんですけ

れども、やっぱりそういう部分を追っかけてい

かないと。繰り返しの事業になると、どうして

も同じような方向になるんじゃないかなという

気がしているもんですから。できればかけた予

算と目的と、そして成果と、そういったものを

常に追いかけてほしいというか、そういうもの

を探りながら次に向かっていってほしい。そう

いうことができればいいなと思っています。も

ちろん今やられている分野もあるでしょうし、

どこら辺までか私にはわかりませんが、そうい

うことをぜひ考えながら取り組んでほしいなと

いうふうに思います。これは、答弁は要りませ

ん。

ほかに、ございますでしょうか。○渡辺主査

企業立地の進捗状況というところ○黒木委員

で、最近大きくメジャーな会社の誘致が複数話

題となっております。大変すばらしいことだと

思うんですけれど、企業立地の達成率といいま

すか、目標が高ければ達成率が低いのは当然で

すけれども、目標が低ければ達成率は高くなる

んですが、宮崎県はその中で順調に行っている

という説明をいつも聞くんです。例えば、隣県

と比べてどうなのか、全国から見たら宮崎県と

いうのは本当にどうなのかという気がするんで

すけれども、そういう比較は難しいだろうなと

いう気もしますが、どういう状況と考えたらよ

ろしいんでしょうか。順調ですよという目標の

。根拠もなかなか難しいなと思うんですけれども

なかなか難しい質問で、○温水企業立地課長

例えば、県単で行っています企業立地促進補助

金は各県で持っていますが、その内容もそれぞ

れ違うもんですから、一概にストレートに対等

な評価をするというのはなかなか難しいと思っ

ております。そうした中で、本県においては、

主要施策の成果の212ページに記載しております

ように、一番下のほうの進捗状況なんですけれ

ども、平成27、28、29、30年度の新規立地企業

数については150、そして、そのうち県外が50、

雇用創出数が6,000名ということで、本県の目標

を設定しておりますが、他県と比較したときに

どうなのかという部分に関しては、なかなか相

対的な評価が難しい状況にあろうかというふう

に思います。

ただ、本県なりの目標を設定して、それに向

けて努力した結果、今のところ順調に、２年間

で目標の半数を超えるレベルまで達成できてい

ると。かつ昨年、本年度と結果的に大型案件も

立地が決まりまして、今後の雇用の確保、ある

いは人口の流出抑制にも貢献できるのではない

かなと思っており、さらなる立地の促進を図っ

ていく必要があると思っているところでありま

す。

なかなか難しいことだと思います○黒木委員

けれども、頑張っていただきたいと思います。

今の関連ですけれども、立地企○外山副主査

業が認定されて、３カ年とかの事業計画、従業

、 。 、員の確保とか雇用とか 出しますよね 例えば
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１年目が10人、２年目が20人とか、あるいは売

り上げもそれぞれ計画を出します。この後の経

過をずっと振り返ると、もう延べ何百社になる

だろうから大変だと思うんだけれども、県とし

てはどこまで、何年ぐらい先まで把握をするも

んなんですか。例えば、立地企業認定をして、

５年目にどうなっているかという、その辺は把

握できない、どうなんですかね。

実は、昭和35年からのデ○温水企業立地課長

ータを蓄積いたしております。約850件の企業の

立地認定を行っているところであります。そし

て、ここの報告の中でも出ていますように、企

業のほうも多くなっておりまして、毎年度大

体300社程度フォローで回っております。二、三

、年に１回は回れるような計画なんですけれども

そうすることによって 企業さんの立地後のフォ、

ローあるいは状況把握、そして、うまくいけば

設備投資や増設等の新たな立地にも後押しして

いったりとか。そういうフォローアップをしっ

かりすることによって、企業さんに対して県内

での操業の継続と、そして安定した経営ができ

るように、できる範囲の支援をさせていただい

ているという状況にございます。

おおむね統計において、立地企○外山副主査

業は、大まか順調に各社推移していると見てい

いんですかね。難しいでしょうけれど、もちろ

ん中には撤退したところもあるでしょうし、い

ろんなのがあるんだろうけれども。

約850社を立地認定したと○温水企業立地課長

言いましたけれども、そのうちの約200社が閉鎖

をしているという状況にあります これは昭和35。

年からのデータになりますので、それが多いか

少ないかというのはなかなか検証が難しいとこ

ろはあるんですが、経済活動である以上、一定

の割合でそういった企業さんが出てくるのは、

やむを得ない部分もあるのかなというふうには

思っているところであります。

そうですね。○外山副主査

ほか、いかがでしょうか。特にご○渡辺主査

ざいませんですか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって、商工観○渡辺主査

光労働部を終了いたします。

執行部の皆様、大変お疲れさまでした。あり

がとうございました。

暫時休憩いたします。

午後３時38分休憩

午後３時39分再開

分科会を再開いたします。○渡辺主査

それでは、あす４日の分科会は、午前10時に

再開をし、県土整備部の審査を行うことにした

いと思いますが、よろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

、 、○渡辺主査 ちなみに あしたの県土整備部は

冒頭の部長説明が７分、それから前半の説明時

間30分、後半の説明時間42分という形で、きょ

うよりちょっと長めの説明時間になるかと思い

ますので、よろしくお願いいたします。

その他、何かございませんでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって、本日の○渡辺主査

分科会を終了いたします。

午後３時40分散会
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午前９時57分再開

出席委員（７人）

主 査 渡 辺 創

副 主 査 外 山 衛

委 員 坂 口 博 美

委 員 星 原 透

委 員 黒 木 正 一

委 員 満 行 潤 一

委 員 重 松 幸次郎

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

県土整備部

県 土 整 備 部 長 東 憲之介

県土整備部次長
向 畑 公 俊

（ 総 括 ）

県土整備部次長
瀬戸長 秀 美

(道路･河川･港湾担当)

県土整備部次長
上別府 智

(都市計画･建築担当)

高速道対策局長 前 内 永 敏

部参事兼管理課長 中 原 光 晴

用 地 対 策 課 長 河 野 和 正

技 術 企 画 課 長 大 坪 正 和

工 事 検 査 課 長 巢 山 藤 明

道 路 建 設 課 長 上 田 秀 一

道 路 保 全 課 長 西 田 員 敏

河 川 課 長 高 橋 秀 人

ダ ム 対 策 監 金 丸 悟

砂 防 課 長 米 倉 昭 充

港 湾 課 長 明 利 浩 久

空 港 ・ ポ ー ト
有 馬 誠

セールス対策監

都 市 計 画 課 長 中 村 安 男

建 築 住 宅 課 長 志 賀 孝 守

営 繕 課 長 松 元 義 春

施設保全対策監 楠 田 孝 蔵

高速道対策局次長 城 戸 竹 虎

事務局職員出席者

政策調査課主幹 西久保 耕 史

議 事 課 主 査 弓 削 知 宏

分科会を再開いたします。○渡辺主査

それでは、県土整備部の審査を行います。

まず、部長より平成28年度決算の概要につい

て御説明をお願いいたします。

おはようございます。県土○東県土整備部長

整備部でございます。

当分科会で御審議いただきます平成28年度決

算の認定について、その概要を御説明いたしま

す。

座って説明させていただきます。

提出しております決算特別委員会資料の１ペ

ージをお開きください。

まず、主要施策の成果について、宮崎県総合

計画の分野別施策体系表により御説明いたしま

す。

表は、左から分野、将来像、施策の柱となっ

ております。

まず、１つ目の分野、くらしづくりについて

であります。

右の将来像の一番上の自然と共生した環境に

やさしい社会では、建設工事のリサイクルを支

援することで低炭素・循環型社会への転換を図

りますとともに、県民との協働による河川・海

岸の環境保全活動の推進や公共下水道整備促進

平成29年10月４日(水)
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のための財政支援を行うなど、良好な自然環境

・生活環境の保全に取り組んだところでありま

す。

、将来像２段目の安心して生活できる社会では

美しい宮崎づくり推進条例の平成29年度施行に

向けた取り組みや沿道修景美化の推進、都市公

園等の整備による、良好な景観と調和した地域

づくりを進め、快適で人にやさしい生活・空間

づくりに取り組みますとともに、街路整備など

により、まちづくりと一体となった道路の整備

を進め、地域交通の確保に努めたところであり

ます。

さらに、将来像３段目の安全な暮らしが確保

、 、される社会では 宮崎県業務継続計画に基づき

非常時における行政機能を維持するため、県庁

舎の改修・整備を行い、多様化する危機事象に

、的確に対応できる体制づくりに努めるとともに

緊急輸送道路の防災対策や河川の改修、急傾斜

地の崩壊対策、木造住宅の耐震化など、風水害

や地震等の自然災害を未然に防止・軽減するた

めの対策を実施しまして、安全で安心な県土づ

くりに取り組んだところであります。

また、通学路など歩道の整備や区画線・ガー

ドレールの設置など、交通安全対策の推進にも

努めたところであります。

次に、分野の２つ目、産業づくりについてで

あります。

右の将来像、経済・交流を支える基盤が整っ

た社会では、建設産業の魅力を積極的に発信す

るため、学生を対象とした出前講座、現場見学

、会の実施やインターンシップ等への支援により

、産業を支える人財の育成・確保を図るとともに

県政の最重要課題であります、高規格幹線道路

の整備促進や地域高規格道路及びスマートイン

ターチェンジの整備、また、重要港湾の整備な

ど、交通・物流ネットワークの整備・充実に取

り組んだところであります。

次に、平成28年度決算の状況について御説明

いたします。

お手元の１枚紙の別紙資料、平成28年度県土

整備部決算概要をごらんください。

まず、一般会計についてであります。

予算額953億7,528万4,582円で、これに対する

執行状況は、支出済額が691億8,012万7,400円、

翌年度への繰越額が256億7,684万8,348円、不用

額が５億1,830万8,834円であります。執行率

は72.5％で 翌年度への繰越額を含めますと99.5、

％となります。

なお、主な繰越理由といたしましては、関係

機関との調整等に日時を要したこと、さらには

国の補正予算の関係により工期が不足したこと

によるものであります。

次に、特別会計について御説明いたします。

まず、公共用地取得事業特別会計であります

が、予算額３億9,371万7,866円で、これに対す

る執行状況は、支出済額が３億672万1,651円、

翌年度への繰越額が8,675万7,952円 不用額が23、

万8,263円であります。執行率は77.9％で、翌年

度への繰越額を含めますと99.9％となります。

なお、繰越理由は、用地交渉等に日時を要し

たことによるものであります。

次に、港湾整備事業特別会計でありますが、

予算額９億6,069万2,000円で、これに対する執

行状況は、支出済額が８億4,076万6,883円、翌

年度への繰越額が9,334万円、不用額が2,658

万5,117円であります。執行率は87.5％で、翌年

度への繰越額を含めますと97.2％となります。

なお、繰越理由は、関係機関との調整に日時

を要したことによるものであります。

裏面をごらんください。
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次に、監査における指摘事項についてであり

ます。

こちらに、平成28年度監査の県土整備部に対

する指摘状況をまとめておりますが、指摘事項

が９件、注意事項が10件、合計19件の指摘を受

けております。

また、お手元の平成28年度宮崎県歳入歳出決

算審査意見書において、３件の意見・留意事項

がありましたので、後ほど、指摘事項９件の改

善状況とあわせて、関係課長から説明いたしま

す。

以上、平成28年度の決算状況等について御説

、 、明いたしましたが 決算の詳細につきましては

それぞれ関係課長から説明いたします。御審議

のほどよろしくお願いいたします。

ありがとうございました。部長の○渡辺主査

概要説明が終了いたしました。

、 、 、 、これより 管理課 用地対策課 技術企画課

道路建設課、道路保全課、高速道対策局の審査

を行います。

平成28年度の決算について各課の説明を求め

ます。

なお、委員の質疑は、６課の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

管理課でございます。○中原管理課長

それではまず、県土整備部予算にかかわりま

す資料について御説明をいたします。

決算特別委員会資料をごらんください。２ペ

ージをお願いいたします。

平成28年度歳出決算事項別明細総括表（課別

内訳）でございます。

この表は、ただいま部長が御説明いたしまし

た決算の内容を課別に整理したものでございま

す。

おめくりいただきまして、３ページ、４ペー

ジをお開きください。

ここには、款項目別に集計いたしました表を

掲載をいたしております。説明については省略

をさせていただきます。

それでは、ここから管理課の決算について御

説明をいたします。

７ページと８ページでございます。

８ページの一番下の段、管理課の計でござい

ますけれども 平成28年度の決算額は 予算額19、 、

億9,594万11円に対しまして 支出済額19億1,177、

万5,082円、不用額8,416万4,929円でございまし

て、執行率95.8％となっております。

次に、目の執行残が100万円以上のものについ

て御説明いたします。なお、執行率90％未満の

ものはございません。

７ページをごらんください。

３段目の（目）土木総務費でございます。不

用額が7,899万6,472円、執行率が95.5％となっ

ております。

不用額の主なものといたしましては、職員の

給料、職員手当等の人件費でございまして、こ

れは、県費で支出を予定しておりました人件費

を、補助公共の事務費に振りかえたことによる

ものでございます。

８ページをごらんください。

中ほどの（目）建設業指導監督費でございま

す。不用額が516万8,457円、執行率は97.8％と

なっております。

不用額の主なものとしましては、委託料であ

りますが、これは、みやざきの建設産業担い手

育成支援強化事業において執行残が生じたもの

でございます。

決算については以上でございます。

次に、主要施策の成果について御説明をいた

します。
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。主要施策の成果に関する報告書でございます

こちらの管理課のインデックス、295ページをお

開きいただきたいと思います。

上から３行目 （２）の安全で安心な県土づく、

りに係る事業でございます。

施策推進のための主な事業及び実績の表をご

らんください。

建設業指導でございます。

主な実績内容でございますけれども、まず、

建設業法に基づきまして、建設業許可や経営事

項審査を実施しましたほか、県内各地で研修会

を開催いたしまして、1,696人の参加がありまし

た。

また、経営相談では、延べ122件の相談に応じ

ましたほか、新分野進出に取り組む建設業者に

対して５件の補助を行いました。

また、建設事業協同組合等が行います融資の

原資の貸し付けを行いましたほか、若年技術者

等の資格取得支援に対しまして、これは資格試

験の受験料などを補助するものでございますけ

れども、218件の経費助成を行いますとともに、

若年入職者の職場実習等に取り組みます業者へ

の支援を行ったところでございます。

次に、表の下、施策の成果等でございます。

安全で安心な県土づくりに重要な役割を果た

しております建設業者に対し、各種の支援を行

うことによりまして、法令遵守の周知・啓発や

経営基盤強化を図りますとともに、将来の建設

業を担う若年者の資格取得や技術者等の確保・

定着化への支援を通じまして、若年技術者の確

保・育成が図られたものと考えております。

次に、監査報告についてでございます。

委員会資料のほうにお戻りいただきまして、

５ページ、６ページをごらんいただきたいと思

います。

県土整備部にかかわります監査の指摘事項と

注意事項をここにまとめさせていただいており

ます。

、管理課への指摘事項はございませんけれども

土木事務所におきまして指摘されました、当課

に関連する６件について御説明をさせていただ

きます。

まず、５ページ上段の（１）番、収入事務の

欄でございますけれども、指摘事項の１つ目の

、 。ぽつ 西都土木事務所に関する件でございます

公有財産使用料について、調定事務の大幅にお

。 。くれているものが見受けられた 留意を要する

ということでございます。

これにつきましては、進行管理表や契約のリ

ストを整備しますとともに、複数の職員による

チェック体制を徹底強化することで再発防止に

努めているところでございます。

次に、中ほどの（２）支出事務についてでご

ざいます。

２つ目、３つ目のぽつ、小林土木事務所に関

する件でございますけれども、産業廃棄物の収

集、運搬及び処分業務の委託料等について、支

出命令の決裁を受けずに誤った額を支出してい

るもの、請求書のないまま支出しているもの、

支払いが遅延しているものが散見されたこと。

さらに、公金の支出につきまして、財務会計

システムの支払い手続で必要とされている、出

納員の支出命令決裁済み入力の確認及び支払い

の確認の行われていないものが散見されたとの

指摘でございます。

これらにつきましては、指摘後、早急に会計

書類や支払い内容の精査・確認を行いまして、

誤った支出等につきましては 財務規則等にのっ、

とって必要な是正処理を行ったところでござい

ます。
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また、再発防止マニュアルを作成しますとと

もに、所属内でのチェック体制を見直すなど、

適正な事務の執行・管理、そして再発防止に努

めているところでございます。

６ページにまいります （３）契約事務でござ。

います。

１つ目の高岡土木事務所に関する件でござい

ます。綾南ダム及び瓜田ダム水質分析業務委託

について、契約書の内容に誤りがあったとの指

摘でございました。

これらにつきましても、所内での相互の細か

な連携とチェック体制を強化いたしまして、再

発防止に努めるとしたところでございます。

次に、下の（４）物品の管理についてでござ

いますが、公用車の管理にかかわる指摘が２件

ございます。

１つ目のぽつ、小林土木事務所でございます

けれども、公用車の管理について、継続検査を

受けずに運行していたものが見受けられた。ま

た、自動車検査証の有効期間満了日を経過して

いるものが見受けられ、さらに、法定定期点検

整備の適期に実施されていないものが多数あっ

たということでございます。

その次のぽつ、高岡土木事務所に関する件で

ございます。公用車の管理について、法定定期

点検整備を実施していないものがあったという

ことでございます。

これらにつきましても、再発防止に向けたマ

ニュアルを作成しますとともに、車検や定期点

検の時期を事務所内や公用車の中、あるいは車

両の管理台帳等に掲示するなど、職員全てが相

互に確認できる体制をつくりまして、再発防止

を図っているところでございます。

これらの指摘事項につきましては、宮崎県歳

入歳出決算審査意見書の３ページをごらんいた

だきたいと思います。

一番上に、２の財務会計事務の執行について

という事項がございまして、このページの中ほ

どに （２）定期監査において見受けられた財務、

会計事務の誤りについてという項目がございま

す。ここにおきまして、事務処理の誤りやおく

れのほか、支出書類に決裁を受けずに誤った額

を支出したものについて指摘がございました。

おめくりいただきまして、４ページをごらん

ください。

一番上の３財産管理事務についてという文章

の中に、公用車を車検切れのまま運行していた

ことについての指摘があったところでございま

す。

今回指摘されました事項等につきましては、

部内で所属長会議等を開催しまして周知を行い

ますとともに、各職員に対しましては、法令等

、の遵守の徹底はもちろんでございますけれども

適正な事務の執行や管理に努めるよう改めて指

導をいたしたところでございます。

管理課の説明につきましては以上でございま

す。よろしくお願いいたします。

。○河野用地対策課長 用地対策課でございます

当課の決算について御説明いたします。

委員会資料の９ページをお開きください。

当課の予算は、一般会計と特別会計がござい

、 。ますので まず一般会計から御説明いたします

９ページの一番下の段、一般会計の計の欄を

ごらんください。

平成28年度の決算額は、予算額２億7,963

万8,000円、支出済額２億7,935万8,585円、不用

額27万9,415円となっておりまして、執行率

は99.9％となっております。

目の執行残が100万円以上及び執行率が90％未

満のものはありません。
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次に、10ページをごらんください。

公共用地取得事業特別会計についてでありま

すが、決算額につきましては、先ほど部長が説

明いたしましたので省略させていただきます。

目の執行残が100万円以上のものはありません

が、執行率が77.9％となっております。これは

繰り越しによるものでございます。

用地対策課の一般会計、特別会計を合わせま

した決算につきましては、10ページの一番下の

段の用地対策課計の欄をごらんください。

予算額６億7,335万5,866円、支出済額５

、 、億8,608万236円 翌年度繰越額8,675万7,952円

不用額51万7,678円となっておりまして、執行率

は87％であります。翌年度への繰越額を含めま

すと99.9％となります。

次に 特別会計の歳入についてであります 11、 。

ページをお開きください。

11ページの一番下の段、歳入合計の欄をごら

んください。

予算現額３億9,371万7,866円、収入済額３

億9,371万8,544円となっておりまして、収入未

済額はありません。

次に、主要施策の成果についてであります。

報告書の用地対策課のインデックスの296ペー

ジをお開きください。

公共事業用地取得の推進であります。

これは、公共事業を円滑に推進するために、

特別会計において公共事業用地の先行取得を行

うものであります。

平成28年度は、都市計画道路の中村木崎線、

町小丸線防災・安全交付金事業及び木花通線代

替地取得事業につきまして、用地取得を行った

ところであります。

最後に、監査委員の決算審査意見書及び監査

報告書につきましては、特に報告すべき事項は

ございません。

用地対策課は以上であります。

。○大坪技術企画課長 技術企画課でございます

当課の決算について御説明をいたします。

委員会資料の12ページの一番下、技術企画課

計の欄をごらんください。

当課の平成28年度決算額ですが、予算額３

、 、億3,215万2,000円 支出済額３億3,139万486円

不用額76万1,514円で、執行率99.8％となってお

ります。

なお、当課の目は土木総務費のみでございま

すが、執行残が100万円以上及び執行率が90％未

満のものはございません。

次に、主要施策の成果について御説明をいた

します。

報告書の技術企画課のインデックス、299ペー

ジをごらんください。

（１）の産業を支える人財の育成・確保につ

いてであります。

表のふるさとみやざき土木の魅力発信であり

ますが、これは、学生を対象とした出前講座や

、 、現場見学会 インターンシップを実施しまして

建設産業の魅力や公共事業の役割を発信する取

り組みを行ったものでございまして、出前講座

等の開催校数や参加する学生数も増加している

ところでございます。

施策の成果等をごらんください。

小中学生や高校生など幅広い年代を対象に、

建設産業の魅力や公共事業の果たす役割を伝え

る取り組みを継続して行うことによりまして、

建設産業の担い手の確保を図るとしたところで

ございます。

今後、建設産業が能力のある人材に支えられ

発展するためには、建設産業の魅力を積極的に

発信し、若者を初め、広く県民の理解を深める
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取り組みを引き続き推進する必要があると考え

ているところでございます。

最後に、監査委員の決算審査意見書及び監査

報告書につきましては、特に報告すべき事項は

ございません。

技術企画課は以上でございます。

。○上田道路建設課長 道路建設課でございます

当課の決算について御説明いたします。

委員会資料の14ページをお開きください。

14ページの一番下、道路建設課の計の欄をご

らんください。

平成28年度の決算額は、予算額が287億3,962

万9,000円、支出済額が199億4,505万3,233円、

翌年度への繰越額が87億9,414万7,000円、不用

額が42万8,767円で、執行率が69.4％、翌年度へ

。の繰越額を含めますと99.9％となっております

次に、目の執行残が100万円以上のものはあり

ませんので、執行率が90％未満のものについて

御説明いたします。

お戻りいただきまして、13ページをごらんく

ださい。

表の下のところ （目）道路新設改良費であり、

ますが、執行率が65.3％となっております。こ

れは、翌年度への繰り越しによるものでありま

す。

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

報告書の300ページ、道路建設課のインデック

スのところをお開きください。

（２）の交通・物流ネットワークの整備・充

実についてであります。

まずは、公共道路新設改良でありますが、こ

れは、国の補助金や交付金により、国道や県道

の改築を行う事業であります。

主な実績内容等の欄をごらんください。

一般国道では、国道219号ほか10路線、24工区

で整備を行い、2,418メーターを、地方道では、

飯野松山都城線ほか45路線、59工区で整備を行

、 。い 2,469メーターを供用したところであります

次に、直轄道路事業負担金でありますが、こ

れは、国が直接整備する国道10号ほか２路線、

８工区の道路改築事業に対し、その一部を県が

負担したものであります。

続きまして、302ページをお開きください。

施策の成果等であります。

道路建設課におきましては、①の地域連携の

取り組みを支援する道路や②の都市部の渋滞緩

和を図る道路、また、③の都城圏域の経済や地

域の活性化等を図る、都城志布志道路の整備や

④の中山間地域の産業や生活、医療を支援する

道路、最後に、⑤にあります地域活性化等を図

る、高速道路のスマートインターチェンジの整

備を重点的に進めているところです。

平成28年度の主な完成工区としましては、④

の国道448号の夫婦浦工区が本年３月に、また、

、⑤の山之口スマートインターが平成28年９月に

門川南スマートインターが本年３月に開通した

ところであります。

今後とも、安全安心な暮らしを支える道づく

りを進めるとともに、地域の交流や経済の活性

化を支援する道路の整備に努めてまいります。

次に、平成28年度宮崎県歳入歳出決算審査意

見書において、意見がありましたので、お手元

。の決算審査意見書の３ページをお開きください

２の（１）法令及び制度上不適切な事業の執

行についての３行目、保安林の無許可伐採につ

いてですが、事業執行の基礎となる法令や制度

についての認識が不足していたものであり、コ

ンプライアンス意識の向上を図るとともに、組

織的な再発防止策の徹底が必要であるとの意見
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であります。

これは、議場でも部長のほうが説明しました

が、西都土木事務所が平成28年度に発注した国

道219号の土捨て場整備工事において、工事箇所

の一部にある保安林について、その解除手続が

完了しないまま、立木の伐採などによる土地の

形状変更を行ったものであります。

再発防止策といたしましては、部内の所属長

会議、さらには担当者会議で、組織内での情報

共有やコンプライアンスの徹底を図っていると

ころであり、また、保安林解除の手続につきま

しても、各所属において研修を行っているとこ

ろであります。

最後に、監査報告書につきましては、特に報

告すべき事項はございません。

道路建設課は以上でございます。

。○西田道路保全課長 道路保全課でございます

当課の決算について御説明いたします。

委員会資料の17ページをお開きください。

ページの一番下、道路保全課の計の欄であり

ます。

平成28年度決算額は、予算額が191億430

万7,000円に対しまして、支出済額が155億1,619

万4,023円、翌年度への繰越額が35億8,617

万6,000円、不用額が193万6,977円で、執行率

が81.2％、翌年度への繰越額を含めますと99.9

％となっております。

次に、目の執行残が100万円以上及び執行率

が90％未満のものについて御説明いたします。

前のページにお戻りいただき、15ページをお

開きください。

（ ） 、３段目の 目 道路橋梁総務費でありますが

不用額が193万6,977円となっております。これ

は、主に道路台帳修正業務に要する経費の執行

残によるものであります。

16ページをごらんください。

３段目の（目）道路維持費でありますが、執

行率が79.5％となっております。これは、翌年

度への繰り越しによるものであります。

次に、17ページをお開きください。

中段の（目）橋梁維持費でありますが、執行

率が85％となっております。これも翌年度への

繰り越しによるものであります。

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

報告書の道路保全課のインデックスのとこ

ろ、303ページをお開きください。

（１）の快適で人にやさしい生活・空間づく

りについてであります。

まず、新規事業「県民と築く『美しい宮崎づ

くり』沿道修景美化モデル」でありますが、こ

れは、表の右の欄にありますように、県内に３

地区のモデル地区を設定し、地域住民や専門家

との意見交換を行いながら、地域の個性を生か

した植栽地区などの整備や眺望の確保、県民協

働による植栽活動などを実施しております。

次に、304ページをお開きください。

施策の成果等でありますが、宮崎県沿道修景

美化条例で指定された地区を重点に樹木の管理

や花の植栽を行い、道路環境の創出及び保全に

努めたところであります。

また、県民と築く「美しい宮崎づくり」沿道

修景美化モデルの事業を通して、美しい宮崎づ

くり推進条例の制定に向けたＰＲと機運の醸成

を図ったところであります。

305ページをごらんください。

（２）の安全で安心な県土づくりについてで

あります。

まず、公共道路維持でありますが、この事業

、 、は 国の交付金などにより実施する事業であり
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橋梁補修を初め 防災対策や舗装補修などを行っ、

たところであります。

次に、306ページをお開きください。

「みやざきの道」愛護活動推進についてであ

ります。

これは、地域住民などが行う道路美化や草刈

り活動について、支援団体に対して、活動用具

。や活動奨励金の支給を行ったところであります

次に、307ページをごらんください。

施策の成果等についてであります。

①から③に掲げておりますように、橋梁など

の道路施設の点検及び補修、道路パトロールな

どによる日常的な道路の維持補修により、道路

利用者の安全確保に努めており、緊急輸送道路

については、引き続き防災対策を進めて、その

機能確保に努めてまいります。

また、④にありますように、地域住民などが

行う道路美化や草刈り活動については、広く県

民へ活動内容の周知を図るなど、地域の活動支

援に努めてまいります。

308ページをお開きください。

（３）の交通安全対策の推進についてであり

ます。

表の上段、公共道路維持でありますが、この

事業は、国の交付金などにより実施する事業で

あり、歩道など交通安全施設の整備を行ったと

ころであります。

次に、人にやさしい沿道環境整備であります

が、小規模な歩道などの整備を行ったところで

あります。

次に、309ページをごらんください。

施策の成果等についてであります。

歩道の整備につきましては、通学路交通安全

プログラムを踏まえ 通学路において整備を行っ、

てきたところであり、このうち、防護柵の設置

など小規模な対策については、県単事業により

対策を実施するとともに、道路拡幅などを必要

とする箇所については、国の交付金事業などを

活用した取り組みを行ってきたところでありま

す。

、今後もこのプログラムに基づく対策を実施し

一層の交通環境の充実を図っていくこととして

おります。

主要施策の成果につきましては以上でござい

ます。

次に、監査結果報告であります。

委員会資料の５ページをお開きください。

上段 （１）収入事務についてであります。、

指摘事項の２つ目、延岡土木事務所におきま

して、道路占用料について、財務規則に定める

督促状を発行せず、また、滞納整理票も作成し

ていないものがあったとの指摘であります。

今後、複数の担当者で収入未済一覧を随時確

認するなど、占用料の未納状況のチェック体制

の強化を図り、再発防止に努めてまいります。

また、滞納整理票については、財務規則に基

づいた様式で作成したところであります。

次に、その下段 （２）支出事務についてであ、

ります。

、 、指摘事項の１つ目 道路保全課におきまして

熊本県との一般国道219号横谷トンネル補修工事

に関する平成28年度実施協定について、予算執

行伺い及び支出負担行為が大幅におくれていた

との指摘であります。

今後、実施協定の締結において、適正な予算

執行事務を行うよう進行管理表によるチェック

体制の強化を図り、再発防止に努めてまいりま

す。

最後に、監査委員の決算審査意見書につきま

しては、特に報告すべき事項はございません。
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。道路保全課につきましては以上でございます

高速道対策局でありま○前内高速道対策局長

す。

当局の決算について御説明をいたします。

決算特別委員会資料の43ページをお開きくだ

さい。一番最後のほうになろうかと思います。

一番下の段、高速道対策局計の欄ですが、当

局の平成28年度の決算額は、予算額18億9,783

万9,000円、支出済額18億9,770万5,059円、不用

額13万3,941円、執行率は99.9％となっておりま

す。

なお、目の執行残が100万円以上、あるいは執

行率が90％未満のものについて該当はございま

せん。

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

報告書の高速道対策局のインデックス、これ

も後ろのほうになるかと思います。ページで言

いますと343ページをお開きください。

（２）交通・物流ネットワークの整備・充実

についてであります。

中段の表の施策推進のための主な事業及び実

績をごらんください。

まず、１段目の高速道路網整備促進について

は、高速道路網の早期整備に向けて、各種大会

等の開催や、国及び関係機関などへの要望活動

等に関する経費ですが、28年度の実績は、各種

大会等が30回、要望活動が23回となっておりま

す。

次に、その下の直轄高速自動車国道事業負担

金については、新直轄方式で整備する、ごらん

の２区間の整備に係る県の負担金であります。

続いて、下段の表の施策の進捗状況について

であります。

高速道路の整備でありますが、平成28年度末

、 。におきまして 70％の整備率となっております

続いて、施策の成果等について御説明いたし

ます。

次の、344ページをお開きください。

②ですが、まず、１行目後半の東九州自動車

道では、平成28年４月に日南―油津間、今では

名称が正式に決定いたしまして、日南東郷―油

津間となっておりますが、この区間と夏井―志

布志間が「国道220号日南・志布志道路」として

新規事業化されました。

事業中区間の日南北郷―日南東郷間では、平

成29年度の開通予定に向けて、橋梁やトンネル

などの大型構造物が完成するなど、順調に事業

が進捗をしております。

、 、 、また ６行目ですが 九州中央自動車道では

未事業化区間である蘇陽―高千穂間におきまし

て、平成29年３月に国による２回目の意見聴取

が行われるなど、新規事業化に向けて一歩前進

したところであります。

事業中区間である高千穂―日之影間の国道218

号高千穂日之影道路では、大平山トンネルが貫

通するなど順調に事業が進捗しております。

下から２行目、今後の課題となりますが、沿

線の自治体や民間団体等とさらなる連携を図り

まして、高速道路の１日も早い全線開通に向け

て、建設促進大会の開催や国への要望活動に引

き続き取り組んでいく必要があります。

最後に、監査委員の決算審査意見書及び監査

報告書につきましては、特に報告すべき事項は

ございません。

高速道対策局は以上です。

ありがとうございました。説明が○渡辺主査

終了いたしました。

。委員の皆様からの御質疑をお願いいたします

いかがでしょうか。
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一番最初に説明した管理課の295ペ○黒木委員

ージですけれど、建設業許可（新規）146件とあ

りますが、これは、建設業を新規に始めた件数

と考えてよろしいでしょうか。

そういうことでございます。○中原管理課長 ※

、許可の年限は５年間というのがございますので

追加・更新につきましては、この５年間の更新

にかかわる部分と、それプラス新規で上がって

きたものです。

宮崎県内で今、倒産が全体で三十○黒木委員

数件で、それから休業、廃業が三百数十件と多

いんですが、そのうち建設業は28年度でどれぐ

らいあるのか、お願いします。

、○中原管理課長 県内の倒産件数は平成28年で

全業種では31件というのがございます。これは

負債総額1,000万円以上という数字でございます

けれども このうち建設業での倒産が５件で 16、 、

％ほどの数字になっております。

休業、廃業したのはわかりません○黒木委員

か。

休業、廃業ということでござ○中原管理課長

います。28年度は82件ということで数字をつか

んでおります。

わかりました。新分野への進出支○黒木委員

援を５件行われていますが、どういう分野に進

出をされたのでしょうか。

新分野についてでございま○中原管理課長

す。28年度は５件でございますけれども、まず

１件が農業で、内容的にはオリーブの栽培を手

がけたいということでございました。それと、

小売業で、まきの製造販売と花、これがそれぞ

。 、 、れ１件ございます 残り２件が 車両ですとか

機械類の特殊洗浄の分野を手がけたいというこ

とでございまして、計５件となっております。

299ページの技術企画課、ふるさと○星原委員

みやざき土木の魅力発信ということで、学生を

中心にいろいろ現場見学とか、あるいは出前講

座とかやられていると。ここに施策の成果等と

、 、 、あるんですが せっかくなら ここのところに

こういうことを行って、要するに学校の先生た

ちからどういう意見が出たとか、学生からどう

いう意見が出たとか。

、 、これからの建設産業は 技術者が足りないと

ずっと言われているわけですから、そういうと

ころで出た意見で主なものを成果として上げて

もらうと、今の学校現場の考え方とか、子供た

ちの考えとか、そういったのがわかりやすいと

いうか。成果というのなら、そういうところま

で踏み込んで上げていただくといいと思うんで

すが。その辺について何か意見とかを聞かれた

りされているもんなんですか。

一応出前講座等した後に○大坪技術企画課長

は、子供たちに感想を伺ったり、小学生とかは

特に感想文とか書いていただきますので、非常

にありがたく思っているところなんですけれど

も。

小中学生に対しましては、基本的に現場を見

、 、せて 工事機械はこんなものがあるんだよとか

こんな工事をしているんだよというような紹介

的なものになっていますので、そういうのを見

て楽しかったとか、勉強になったとかの意見を

いただいております。

就職的なものに関しましては、大学生ですと

か、工業高校の高校生あたりに対して、私ども

は直接的な就職の方向づけ、動機づけになれば

なということでやっておるんですけれども、今

のところ、ＩＣＴとか、ドローンを活用した測

量の実際の状況とか、そのデータ分析のやり方

とかを見せると、非常に興味を持っていただい

※50ページに訂正発言あり
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て、こんなこともやっているんだというような

ことで、新しい面といいますか、視点を持って

いただくことはできているようなんですけれど

も、なかなか就業したいとかの積極的な意見が

得られないところでありまして、その辺は今後

も引き続き努力してやっていきたいなと思って

おります。

、そういう意見等の取りまとめにつきましては

まだ特にそれだけの目的で集計しておりません

ので、きょうはお答えできませんけれども、今

後はそういう成果として取りまとめていくこと

も考えていきたいと思っております。

いろいろ今言われたようなことを○星原委員

やられていて、子供たちが興味を示すものと示

さないものがあるということなんですよね。し

かし、せっかくこういう機会を捉えたんなら、

小学生とか、中学生ぐらいだとそこまでいかな

いんでしょうけれど、高校生、大学生あたりに

なると、地元の企業に対する興味とか、あるい

は意見を聞いて、建設業界の人たちにそういう

ことで指導する部分もあるでしょうし、皆さん

方が政策の中で 今後新たにやっていかなくちゃ、

いけないこと、あるいは教育委員会との連携の

とり方とか、そういったものも出てくるんじゃ

ないかなと思うので、ぜひこういう興味を示す

ような講座とか、そういうものをやっていただ

ければというふうに思います。

本当におっしゃるとおり○大坪技術企画課長

でございまして、特に工業高校とか、大学の学

生対象に我々もよく話をしておったんですけれ

ども 後で意見を聞きますと 先生に対してもっ、 、

とＰＲしてくれと。先生自体が進路指導の中で

建設業をなかなかクローズアップしてくれない

んだというような意見もございまして、反省を

したところでございますので、そういう意見も

踏まえて、また取り組みをいろいろ考えていき

たいと思っております。

関連してですけれど、なかなか担○坂口委員

い手確保というのは、至難のわざみたいな気が

するんですけれど、将来、国土保全上、あるい

は防災・減災上も、全国なり、宮崎県なりで最

低必要な担い手というのは、当然おおよその見

通しはつきますよね。技術とか、工法がだんだ

ん進んでいくことを考えても、一定規模の体制

というのは必要になると思うんです。将来、10

年後、20年後、あるいはそれ以降、どれぐらい

宮崎県内でそういった建設業の担い手が必要か

というのと、そこに向けての達成の可能性、こ

。れはなかなか現実的には厳しいと思うんですよ

そして、今言われたような実態、小学生、中

、 、学生 あるいはそれ以下の子供たちというのは

格好いい機械を使ってみたいとか、あくまでも

憧れで、一時期通過していくイメージ的なもの

で、それを過ぎて、だんだん現実的になってい

く。

専門的な技術を身につけるための教育機関の

選択とか、最終的には自分の職場の選択につな

がっていくんですけれど、その付近になって、

就職説明を企業がやっても、ほとんどそこに来

ないということで。とにかく人気が低い中で、

そのネックというのが、昔、３Ｋで簡単に片づ

けられていたけれど 僕は説明会場なんかに行っ、

て、実際そこに来ている学生、卒業予定者あた

りに聞いてみると、まず給料のこと、土日休み

、 。のこと ボーナスのこととかをほとんど言って

ずっと一貫してそういうのがきているんですけ

れど、そこらを仕組み的に変えていかないと。

特に処遇面、給料とか、福利厚生とかについて

は、ずっと言われている。だから、余り魅力が

ないんだとかですね。そこをどう変えていくか
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だと思うんですよ。これは国策として変えてい

かなきゃだめ。

、 、そういった中で 例えば給料面を見てみると

企業側は、工事費として受け取った、労務費の

中で全てを考えながら、幾らまで出せるよとい

、うぎりぎりの努力を今やっていると思うんです

給与でも何でも。それ以上は、逆ざやで、赤字

覚悟で出していくかというと、これは企業がも

たないから限界がある。

一つここのところは、通常のこれまでの考え

方を変えていかないとだめということ。その部

分で、業者さんに入ってくるお金というのは、

あくまでも物価調査をやった中での後追いの労

務費の単価設定ですよね。だから、調べて、幾

らになっているから、平均幾ら支払っているか

ら上げていきましょうと、後追い後追いで。今

直面している、もうちょっと給料を上げんと人

は来ないという現実に対応することは企業には

無理なんですよね。

だから、物価調査のあり方というものを、労

務費について、実際支払われた金の平均点を単

価として入れるのじゃなくて、政策的に幾らぐ

らい単価を見てあげないと、ここに担い手は来

ないぞと、技術者は育たんぞというところに行

政側は気づくべきだと思うんですよ。そして、

。ここに危機意識を持つべきだと思うんですよね

これらは、僕らの議会の仕事でもあるんです

けれど、ここらを１回、今後、知恵を出してい

く、そして国と一体になって、法律も含めて考

えていかないとだめなんじゃないかなという気

。 、がするんです そこらに対しての危機意識とか

何らかの認識というのは、何かお持ちじゃない

ですかね、課長。

委員おっしゃいました就業者○中原管理課長

の関係でございます。手元の数字でございます

けれども、県内建設業の就業者の年齢層が数字

で出ております。全体では、５年前が４万5,500

人ほどだったのが、27年の数字では４万3,700人

くらいに減っていると。約３％の減なんですけ

れども、このうち15歳から29歳の就業者につき

ましては、平成22年に10％を超えておりました

ものが、平成27年には9.4％に減っていると。若

年層が減っているというのは、もう数字として

出ております。

一方では、50歳以上の方が、平成22年に51％

だったのが、27年には52％にふえているという

。 、ことでございます これを側面から考えますと

４万3,000人のうちの10％が20代までと。そうし

ますと、4,000人余りということになります。半

分程度、２万人以上が50歳以上としますと、単

純に時期をずらしていきますと、10年後には２

万人の方が大体勇退されるような年代になって

くる。

一方で、若い世代はどんどん減ってきている

ということで、そこの就業者数が確実に減って

いくという危機感は私どもも持っているところ

ではございます。そこに向けまして、先ほどか

ら技術企画課長も言っておりますように、若者

向けのいろんな施策をやっているところでござ

います。

もう一つ申し上げますと、一方では、宮崎労

働局が出しております、高卒で就職した卒業生

の３年以内の離職率というのがございまして、

これが大体47％で半分弱の方が３年以内に離職

している。これは全産業ということになります

けれども。

その理由として、先ほど委員がおっしゃいま

したように、収入が少なかったとか、実際に働

いてみると仕事が自分に合わなかったとか、職

場の人間関係がうまくいかなかったという数字
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が上がっているところでございます。そういっ

たところは把握しておりまして、これからの課

題になろうかなという考えでおります。

その中で、具体的に変えれば解決○坂口委員

できるよというのが、１つは所得だと思うんで

すね。あとは、土日が休めないからデートもで

きないとかという具体的なことについて悩みを

訴えている。だから敬遠するんだということ。

それに対応されようとしたのが、今度の現場

環境改善費だと思うんですよね。仮設経費の部

分とか、現場管理費の部分を見直す、これパー

セントから見ると、かなり大胆な見直しと思う

んですね。

だから、そういったぐあいに、実際かかるお

金は出していこうというのと、将来の目標達成

のために、これは公的な責任として、担い手を

しっかり確保していくと、国土を守っていくん

だ、防災・減災、こういったものに責任を持つ

んだという視点から、これは国策としてやるべ

きだと。これもわかっている部分については改

善すべきだと思うんですね。もらったお金から

しか給料は出せませんよということ。

工期についても、天気がいいときにやっとか

ないと、工期を割っちゃいますよというような

こと。ゆとり工期、土日、週休２日を含めた工

期も標準的に見直してもらえるようにはなって

きているんでしょうけれど、そういったぐあい

に、一つ一つ、今から思い切って改善していか

ないと、本当に人がいなくなってしまうという

、 。ことに すごく危機感を持っているんですよね

専門家だから、多分、僕ら以上に、そこはお

持ちだと思うんですけれど、ぜひここらを今後

は思い切って改善していく、今の仕組みででき

なければ、その仕組みを変えようというぐあい

にやっていかないと。仕組みの中では、最近、

本当に努力されていると思って、せんだってか

らの環境改善のための経費見直しなんていうの

は、思い切ったなと思って、これすごく評価し

ていますので、何か部長、コメントがあればい

ただいて、なければ頑張るということで。

担い手の確保、本当に大事○東県土整備部長

なことだと思っています。先ほどお話があった

ように、給料、休暇、それに希望の、新３Ｋと

、いう言葉も言われたことがございますけれども

そこの認識をしっかり持たなければならないだ

ろうと思っています。

国のほうも品確法の改正で、少しでも、一歩

ずつでもということで取り組んでいますけれど

も、最近の感じでは、国もまた別の方向からい

ろんな形で、そういう収入の確保ということも

考えていただいているのかなと思っています。

国のほうもいろんな形で業界団体との意見交換

をされていますし、また、私たちも国のほうと

意見交換を特にさせていただいていますので、

その場でもしっかりそのあたりの議論をやって

いきながら、建設産業の担い手の確保というも

のに今後も引き続きしっかり取り組んでまいり

たいと考えております。

ぜひ頑張っていただきたいと思い○坂口委員

ます。発注者側というか、県の職員も同じよう

な状況じゃないかなと。さっき監査の指摘が幾

らかあったけれど、作業がおくれている、何が

おくれている、人間がいればできたんですよと

いうようなものがこの中にかなりある。

定数適正化というのが、本当に適正だったの

かなというのも含めて、本当にいい仕事をいい

環境のもとで、責任を持って公的な役割が果た

せるというのは体制の整備も必要で。今後、そ

ういったものも含めて、発注者側、受注者側、

そして今度は税を納める納税者側、社会資本を
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使っていく利用者側、納税者と言ってもいいん

かもわからんです、そこらが、それが本当に自

分らのためだよと将来思ったときにということ

を理解しながら、思い切った改善が必要じゃな

いかなと思いますので、ぜひよろしくお願いし

まして、これは要望で。

この１枚紙で、一般会計を説明い○星原委員

ただいて、私も久しぶりの委員会で、この予算

額、そして支出済額、翌年度への繰越額を見た

んですが、特にこの繰越額の大きさにびっくり

しているんです。これは、毎年こういう形の繰

越額で、同じような調整になっていると、見て

いいんですかね。

28年度の場合、11月に経済対○中原管理課長

策で150億という補正がございました。その辺が

まず大きかったというところでは考えておりま

す。例年、早期発注なり、平準化ということで

取り組んでいるんですけれども、どうしてもそ

ういった予算が出てくるというところでござい

ます。

翌年度に繰り越したということに○星原委員

なれば、４、５、６月あたりの年平準化のため

に発注をしているというふうに捉えていいんで

すかね。

発注時期につきましては、繰○中原管理課長

越分もございます、また、債務負担というふう

なことでも昨年度は御承認いただいたところで

もございますので、そこ辺での発注量は十分注

視しながら調整をやっておるところではござい

ます。

ちょっとつけ加えますと、○東県土整備部長

発注の平準化というお話も、先ほどのお話とつ

、 、 、ながっていくんですけれども 今 国のほうも

私どものほうも、この繰越、翌債も含んだ形は

平準化の一つの対策。それと、先ほどちょっと

お話しました債務負担行為の積極的活用、これ

につきましては、特にゼロ県債を設定すること

を、十数年ぶりに県もやったということで、そ

。ういうことを踏まえた形で平準化を図っていく

その中で繰越、翌債承認をとってやっていくと

いうことも、一つの手段として考えているとこ

ろです。

今回は、先ほどお話があったように、補正が

非常に大きな額でしたので、例年よりはちょっ

。 、と額が大きくなっているという状況です あと

年度年度のまたがるところでの、いつも発注が

少ない時期も考えた発注というのにも今取り組

んでいるところでございます。

結局、経済対策なんかでぼんと来○星原委員

るのはいいんですけれど、今、業者も数が少な

くなったり、技術者が２人配置されたり、いろ

んなことで、なかなか進まない部分もあります

よね。ですから、そういう経済対策の大型のが

来たとき、あるいはこういう形で残ったときの

やり方として、今度は逆に県単との調整はして

いるもんなんですか。

ある程度、毎年、数字的に横に流れていくよ

うな形のものを考えてないと、業者の人たちも

仕事が多いからって雇っても、またその先に仕

事があるかどうかという。常に我々言われるの

は、そういう不安定な部分にならんようにと。

だから、平準化の問題も、ある程度そういう

ことができるように、国に対しての要望なんか

もやっていかないと 仕事があるからと人を雇っ。

ても続かないという部分がありますので、その

辺のところもあわせて、こういう予算執行のや

り方なんかも工夫していったり、あるいはその

中で補助事業と県単事業との割合とか、そうい

うのを調整してやらないと厳しいところがある

のかなというふうに思うんですが、対応はされ
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ているんですか。

確かに発注の順番とか、○大坪技術企画課長

そういうこともございますけれども、昨年度か

ら試行しましたのは、余裕期間を持った発注と

いうのをやっておりまして。例えば、発注量が

ふえてきますと、技術者が今ほかの現場に行っ

て対応できないんだけれどという業者さんもた

くさん出てまいりますので、１カ月ないし２カ

、 、 、月 現場はタッチしなくていいよと その間に

ほかの現場が終わった技術者を当てられる見込

みがあるのであれば応札可能だよというような

入札の方式をとって、試行もしたところです。

確かにこれは業者さんにとって非常に好評で

ございました。ですから、ある程度そういう発

注は先にするんだけれど、工程設定、着手は後

でもいいよというようなものを含めて、先が見

通せるような形の発注を今試行しておりますの

で、今後もそういうことも続けていきたいなと

思っております。

県単予算と交付金、補助事○東県土整備部長

業の関係ですが、基本的には交付金と補助事業

は非常に大きい額、それに対しての県単額とい

うのはそんなに大きくないんで、県単そのもの

がどれだけ平準化に役立つかという話はあるん

ですけれども、当然、例えば地域バランスで、

交付金の多いところがある一方で、少ないとこ

ろもあるので、そこは県単で少しでも埋めてい

こうということで当然調整をやったりしており

ます。

、 、 、それと 県単による そういう平準化の話で

先ほど言ったゼロ県債等も10億とか設定をさせ

ていただいて、端境期で発注がないときとか、

そういうときもそれで少しでも穴埋めしていく

という形もとっております。

当然、経済対策等が出てきますと、非常に大

きな額がぼんと来る。その発注ということにな

ると、経済対策ということでありますので、当

然国のほうもできるだけ早いうちに発注してほ

しいということになりますので、その目標に対

してはやっていくと。

そうすると、また途中で事業が少ないとかな

りますので、今度は次の当初予算をうまく使っ

ていくと。そういう受注がまんべんなくできる

ような方向でいろんな形で取り組んでいく。そ

れが、きれいに一直線で、一定でというのは、

なかなか難しいところがございます。

そういうところもしっかりやっていくのと、

あとは、どうしても国、県、市町村、それぞれ

ございます。それぞれが３分の１、３分の１、

３分の１ほどの予算が宮崎の場合はございます

、 、ので そこのところの調整も必要ということで

協議会等を設けた中で、いろんなお話をしてい

るところでございます。

もう一点、結局平準化の問題につ○星原委員

いて、４分割みたいな形でやった場合、いつご

ろにどういう仕事がどの地域で発注されるとい

うのがあると、業者の人たちは、技術者をどこ

あたりで配置したらいいのか、国の事業、県の

事業、それから市町村の事業をあわせながら、

どこに行こうとかっていう計算をする部分もあ

るらしいんですよね。

ここのところ余り大きい災害が起きてないの

、 、でいいんですが そういう場合もひっくるめて

災害が起きた場合の対応とかいろいろあると。

うまくその辺の流れを、ある程度、業界の人た

ちと 昔みたいに業者数が多い時代はあれでしょ、

うけれど、これからだんだんそういう形が厳し

、 、くなってくると 何が起こるかわからない中で

どうやって仕事をうまく回すようにするかとい

うことあたりもいろいろ検討していただくとい
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いのかなというふうに思うんですが、そういう

ことについて何かあるんですかね。

これにつきましては、改○大坪技術企画課長

正品確法のこともあって、発注者から連携をし

、ましょうという取り組みがなされておりまして

今の工事の発注見通しを、国も県も市町村もあ

わせて一括して閲覧できるようなシステムを今

つくっております。

今までは用地がらみで、なかなか発注見通し

につきましては公表できない部分もあったんで

すけれど、積極的に公表するようにして、しか

も、各機関同時に見ることができるというよう

な取り組みもやっております。先ほど部長も申

しましたけれど、各発注機関で連携した協議会

等もつくっておりますので、その中で情報交換

しながら発注時期を調整するとか、そういう取

り組みは進めているところでございます。

よろしいですか。ほかいかがです○渡辺主査

か。

道路保全課の307ページの施策の成○重松委員

果等の②番で道路の維持補修について、道路パ

トロールとか、日常的に道路の維持補修を行っ

ていただいているとは思いますが、１点だけ、

、例えば博多駅前での陥落事故とかございまして

あれは地下鉄工事との兼ね合いだったと思うん

ですが、要するに空洞化対策について、県内で

はどのような調査を行っているのか、お尋ねし

たいと思います。

路面地下空洞化調査とい○西田道路保全課長

うことなんですけれども、県内の交通量の多い

ところで重点的に路面地下空洞調査を実施して

、 、おりまして 昨年度が都城土木と日向土木管内

平成27年度は小林土木、日向土木管内で行って

おります。

具体的な地下探査を行って空洞を確認し、そ

この対策を行っていくというような流れになっ

ていくんですけれども、そういった空洞を適宜

調査をしながら対策を行っている状況でありま

す。

実際にことしはどのぐらいの箇所○重松委員

を見つけられたのでしょうか。

今年度は、日南土木と都○西田道路保全課長

城土木で予定をしているところなんですけれど

も、最終成果としてまだ上がってきておりませ

んので、詳しい数字を今ここでは申し上げるこ

とはできません。

引き続きしっかり調査をしていた○重松委員

だきたいと思います。

質問は以上です。

先ほどの続きで、道路建設課の繰○満行委員

り越しが28年度に多くなっているのは先ほどの

ことかと思うんですが、通常ベースでこれぐら

いずっと繰り越しになっているわけですかね。

それと、補助公共が大部分なのかなと思ってい

るんですけれど、その割合と２つ教えてくださ

い。

まず、繰り越しなんです○上田道路建設課長

が、28年度については、先ほどお話があったと

おり、補正予算の絡みで。今予算ベースに換算

しまして、繰越額が一応48％、そのうち補正額

に関しては、86％でほとんどが補正に関して繰

り越しをしたような状況です。あと、県の当初

予算に対しての繰り越しなんですが、これにつ

いては、大体ここ３カ年で見ると、約40％弱の

繰り越しでずっと推移はしているところです。

毎年度というんですかね、毎年、そのような繰

り越しの状況にあるというのは把握はしておる

ところです。

ずっと40％という、その要因は何○満行委員

なんでしょうか。
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繰り越しの主な理由は、○上田道路建設課長

関係機関との協議だとか、もう一つは、用地交

、 、渉の難航というんでしょうか 厳しかったとか

工法の見直しとか、そういうものが主な原因と

いうことで捉えております。

技術企画課で298ページ、施策の成○満行委員

果等なんですが、この業務包括をし、ＪＶ等の

共同受注を可能とする。試行導入をするとなっ

ているんですけれど。

これは、もともと直営でやっていた分を委託

するということで今日あるんだろうと思います

けれど、この４業務包括ということは、今まで

はばらばらに業務委託をしていたのかなという

のと、ＪＶということは、それぞれの得意分野

でＪＶ組むのか、ここがよくわからないんで、

今までの状況と、この４業務包括の意味という

のを教えてください。

この298ページにありま○大坪技術企画課長

す、地域総合メンテナンス業務の話でございま

すけれども、以前は、そこに４業務とあります

が、表の中の右側、主な実績内容等のところに

包括契約の試行ということで、まず道路巡視業

務がございます。その次、緊急時道路巡回・応

、 、急対策業務 それと河川緊急メンテナンス業務

そして砂防・急傾斜施設修繕業務、この４つを

それぞれ各事務所ごとに、もしくは道路の路線

ごと、地区ごとに、それぞれの契約で発注をし

ておりました。

それを、業務の合理化を図るというようなこ

ともございますし、また、地域における業者さ

んに、自分たちでそういう施設を守っていただ

きたいというようなことを考えたところでござ

います。地区ごとに幾つかのエリアに分けまし

て、ＪＶ、事業協同組合、もしくは個人でも結

構なんですけれども、そういう方々にある地域

をこの４業務をまとめて発注をいたしまして、

１年間、現在は２年間契約、複数年契約という

ことにしております。２年間、ある地区の、こ

の４つの業務を、その地域の業者の方々に、Ｊ

Ｖ、もしくは事業協同組合等で請け負っていた

だきたいということで包括をして発注している

ものがございまして、現在は試行を終わって、

本格実施に入ったところでございます。

これによりまして、地域の企業の方々が、10

社未満のＪＶを組んでもらったり、もしくは数

十社の事業協同組合の中から各事業を担当する

方々について、いろいろ分担をつくっていただ

きまして、さらにその業者さんが業務で忙しい

ときには、別な業者さんが補完をするような、

そういう体制づくりも行っていただいておりま

。 、 、す そういう地域地域のいろいろな道路 河川

砂防のメンテナンス業務を円滑に行おうという

ことで取り組んでいるものでございます。

この事業名、地域総合メンテナン○満行委員

、 、スというのは この28年度から包括にやるから

地域総合メンテナンスという事業になったとい

うことですかね。

これは、26年度までは分○大坪技術企画課長

割で発注しておったんですが、27、28で試行を

行いまして、29年度からは２カ年契約にして本

格実施ということにしたところでございます。

ほかよろしいでしょうか。○渡辺主査

申しわけありません。訂正を○中原管理課長

させていただきたいと思います。

、先ほど黒木委員からの御質問にございました

新規の建設業許可の数字でございます。補足に

なりますけれども、146件を新規許可ということ

、で数字を出させていただいておりますけれども

このうちの17件につきましては、一般建設業の

許可を既に受けている方が特定建設業の許可を
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新たにそれに上乗せしたというふうなことでご

ざいまして、実際に新しく許可をとられた業者

というのは129件ということでございます。訂正

をさせていただきます。申しわけございません

でした。

、 、○星原委員 303ページ 道路保全課なんですが

さっき説明があったかもしれませんが、この沿

道修景美化推進対策とか 「美しい宮崎づくり」、

、 、沿道修景美化モデルですけれど 国道の場合は

よく道路の草払いを業者の人たちがやっている

んですが、県道なんかになってくると、なかな

か予算的に厳しいのかもしれないんですが、草

がそのままという状況が結構見られるんですよ

ね。

こういう美しい沿道ということであれば、ま

ず、県道について年に２回ぐらいはきれいに草

払いをするような形もやっていかないと、見た

目が余りよくないんですが、どういう取り組み

をしていこうと。

これから、観光客がいろんなところから、県

外、海外から来るような状況の路線なんかは、

特に道路の美化ということでいけば、そういう

部分に少し力を入れていったほうがいいんじゃ

ないかなというふうに思うんですが、その辺の

植栽とか、こういうのはいろいろ書いてあって

、 、いいことなんですけれど そういう草刈りとか

そういった部分での考え方というのはどうなっ

ているんですか。

沿道の草の状況というこ○西田道路保全課長

とでありますけれども、確かに委員がおっしゃ

るとおり、草が伸びているというのが目立って

いる状況もあります。実態としましては、路線

の重要度に応じまして複数回刈るところもある

んですけれども、年１回というのが基本となっ

ておりまして。年に１回となりますと、宮崎の

気候でいいますと、刈った直後はいいんですけ

れども、どうしても伸びてしまうというような

状況があります。

少しでもそういったことがないように、地域

の方々のボランティア活動に奨励金をといった

取り組みをやることで、実際にそういった地域

のボランティアの団体数もふえております。

ただ、目につく草の伸びに追いついていない

というのも実態でありますので、今年度ですけ

れども、より効果的な草刈りのあり方について

も、専門家あたりと協議しながら試験的にやっ

て、その効果を検証しながら、できるだけ、宮

崎は沿道修景美化条例を制定しているというこ

とで、沿道の景観には非常に力を入れている県

でありますので、そこの目的が達成できるよう

に、いろいろ試行しているところであります。

、 、○星原委員 それと 草刈りもそうなんですが

道路上に道路脇の雑木がかなり出ているんです

よ。乗用車で通る分にはそうないんですが、そ

ういう問題。

それと、この前も台風の後、山之口のほうに

行く県道を通ったんですけれど、こういう太さ

の枯れ枝が道路上に落ちるんですよ。ああいう

とき、車が走っていったときには、もしぶつか

れば道路管理者の責任になるんじゃないかなと

いう、そういう思いがするもんですから、日ご

ろ、道路上にある雑木の除去あたりも何らかの

方法でしていく、あるいはそういう大きな木の

枯れ枝になっているやつなんかの除去も今後

やっていかないと。そういうことをこの間、感

じたところだったんですが。

その辺は、地域のパトロールとかで回る、業

者の人たちに、いろいろ依頼をしているものな

のか、起きた後の片づけの部分なのか。そうい

うことの危険性までパトロールの人たちにはお



- 52 -

平成29年10月４日(水)

願いしているもんなんですかね。その辺はどう

なんですか。

先ほど御質問のあった地○西田道路保全課長

域メンテナンス事業の中で、道路の巡視、道路

のパトロール等がございますけれども、道路の

巡視などを行う中で あるいは委員がおっしゃっ、

たような、木の枝が垂れて、それが車に当たっ

たりすると、管理瑕疵を問われるということも

想定されますので、そういった木の枝の支障が

あるようなところも、そのパトロールの中で対

象となっており、パトロールのチェックポイン

トになっております。

加えまして、観光バスでありますとか、郵便

配達をされる方とか、そういった方々からも通

報をいただく、連絡をいただくといった中で支

障が確認されたところは、支障となる枝や木な

どについては伐採を行っている状況です。

もう一点だけなんですが、その草○星原委員

刈りで、地域の人たちに、我々も地域に委託さ

れているというのは知っているんですけれど、

もう集落によっては高齢化で、なかなか草刈り

ができない状況のところもあるわけですよね。

幾らお願いしても、そのこと自体がなかなか厳

しい。

そうすると、各市町村に、定年されたシルバ

ーの人たちが、よく家庭なんかの、我々の一般

家庭でも、要するに植木の剪定とか、草刈りと

か受けたりする人たちがいるんですが、ああい

う方々だと、業者より少し安いのかどうかわか

りませんが、今後、そういうところまで範囲を

広げるとか、何か考えていかないと、なかなか

進まないんじゃないかと思うんですが、シルバ

ーみたいなところに委託するのは難しいもんな

んですか。

正式に委託をするという○西田道路保全課長

ことになりますと、建設業の登録でありますと

か、そういった観点も出てまいります。

ただ、新たな担い手といいますか、そういっ

た観点に立ちますと、委員がおっしゃったよう

に、ボランティアとか、地域の団体は高齢化の

傾向にあります。

一方、今着目しているのが、一般の会社とい

いますか、企業といいますか、そういった方々

が、例えば会社の周りであるとか、会社の周り

でなくても、自分たちが管理している施設の近

辺あたりの維持管理を担っていくという、俗に

アダプト制度的な、そういう里親的な観点も今

視野に入れて検討を進めているところでありま

す。

よろしいですか ほかいかがでしょ○渡辺主査 。

うか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

よろしいですね。それでは、以上○渡辺主査

をもって、管理課、用地対策課、技術企画課、

道路建設課、道路保全課、高速道対策局の審査

を終了いたします。

説明が終わらないかもしれませんが、できる

ところまでやりたいと思いますので、暫時休憩

いたします。

午前11時26分休憩

午前11時28分再開

分科会を再開いたします。○渡辺主査

これより、河川課、砂防課、港湾課、都市計

画課、建築住宅課、営繕課の審査を行います。

平成28年度決算について各課の説明を求めま

す。

なお、委員の質疑は、６課の説明が終了した

後にお願いいたします。

河川課でございます。○高橋河川課長
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当課の決算について御説明をいたします。

委員会資料の18ページからでございますが、

まず、23ページをお開きください。

一番下の欄、河川課計をごらんください。

当課の平成28年度決算額は 予算額214億7,508、

万2,571円、支出済額127億1,380万6,045円、翌

年度繰越額86億978万8,000円、不用額１億5,148

万8,526円、執行率59.2％で、翌年度への繰越額

を含めますと99.3％となります。

次に、目の執行残が100万円以上のものと、執

行率が90％未満のものについて御説明をいたし

ます。

戻っていただきまして、18ページをお開きく

ださい。

３段目の（目）河川総務費であります。不用

額が881万7,403円、執行率は59.0％となってお

ります。

不用額につきましては、主に河川施設の維持

・管理及びダム施設整備事業の入札執行残に伴

うものであり、執行率につきましては、ダム施

設整備事業の翌年度への繰り越しによるもので

ございます。

次に、19ページをごらんください。

４段目の（目）河川改良費であります。不用

額が2,790万3,097円、執行率は64.5％となって

おります。

不用額につきましては、主に公共災害関連事

業、河川受託事業の入札執行残及び直轄事業の

、 、確定に伴うものであり 執行率につきましては

広域河川改修事業などの翌年度への繰り越しに

よるものでございます。

次に、20ページをごらんください。

中段の（目）海岸保全費であります。執行率

が86.9％となっております。これは、海岸老朽

化対策事業などの翌年度への繰り越しによるも

のであります。

次に、21ページをごらんください。

４段目の 目 水防費であります 不用額が602（ ） 。

万8,993円となっております。これは、主にダム

管理負担金の確定に伴うものでございます。

次に、22ページをお開きください。

（目）土木災害復旧費であります。不用額が

１億776万3,122円、執行率は42.2％となってお

ります。

不用額につきましては、災害査定決定後の入

札執行差額でございまして、執行率につきまし

ては、主に翌年度への繰り越しによるものでご

ざいます。

次に、主要施策の成果について御説明をいた

します。

主要施策の成果に関する報告書、河川課のイ

ンデックス、310ページをお開きください。

（２）良好な自然環境・生活環境の保全につ

いてであります。

表をごらんいただきますと、一番上の改善事

「 」業 次代へつなげよう！魅力ある川・海づくり

では、河川や海岸での美化清掃を行う54のボラ

ンティア団体を支援いたしまして、また、ＮＰ

Ｏ法人との協働による、体験型の水辺とのふれ

あい教室を11回開催し、水難事故防止のための

安全教室を22回開催したところでございます。

、２番目の河川パートナーシップでありますが

県民と協働いたしまして堤防の草刈りなどを行

うものでございまして、647団体に御参加をいた

だいたところでございます。

311ページをごらんください。

施策の成果等でございます。

まず、①でありますが、河川や海岸の美化清

掃を行う愛護ボランティア活動の延べ参加人数

につきましては、平成28年度は約8,900名の参加
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がございまして、さらに、河川パートナーシッ

プ事業への参加団体につきましても、前年度を

上回る団体数となっており、県民との協働によ

る河川・海岸の管理が進展しているところでご

ざいます。

②でございますが、これまでの官民協働によ

る河川・海岸の環境保全の取り組みによりまし

て、県民の河川・海岸愛護意識は着実に高まっ

てきているところではございますけれども、今

後、より一層の愛護意識の醸成を図るため、引

き続き県民の皆様とともに魅力ある川づくり・

海づくりを推進していくこととしております。

312ページをお開きください。

（２）安全で安心な県土づくりについてでご

ざいます。

表をごらんいただきまして、一番上の広域河

川改修でございます これは 平成17年の台風14。 、

号などにより浸水被害を受けました耳川ほか８

河川におきまして、河道掘削や堤防の造成など

を行っております。

313ページをごらんください。

２番目の津波・高潮・耐震対策河川でござい

ます。これは、津波被害が想定される河川にお

きまして、延岡市の沖田川ほか13水系で、河川

における津波の遡上検討、堤防の耐震設計や樋

門の自動閉鎖化工事などを行っているところで

ございます。

続きまして、314ページをお開きください。

１番上の公共海岸でございます。これは、老

朽化した海岸施設の機能回復及び津波等に対す

る強化を図るものでございまして、日南市の伊

比井海岸ほか２海岸におきまして、護岸の補強

やかさ上げなどを行っているところでございま

す。

。 、その下の県単河川改良でございます これは

宮崎市の天神川ほか75の河川におきまして、河

道掘削や築堤、護岸整備などを行っているとこ

ろでございます。

次の316ページをお開きください。

１番目のダム施設整備でございます。祝子ダ

ムの放流設備の改造や立花ダムのテレメータ放

流警報設備の改良などを行っているところでご

ざいます。

次の317ページをごらんください。

施策の成果等についてでございます。

①でありますが、平成17年台風14号などによ

りまして甚大な浸水被害が発生しました河川を

中心として河川改修事業を実施しているところ

でございますが、平成28年度は、水防災事業で

取り組んでまいりました大淀川（上流 、これは）

宮崎市の高岡地区でございますが、そこの工区

の完成に向けた対策を推進するなど、洪水に対

する安全性の向上が図られたところでございま

す。

しかしながら、表に示しておりますように、

河川整備率は49％とまだ低い水準にございまし

て、今後とも、より一層重点的に河川改修を推

進していく必要があります。

②でございますが、雨量局、水位計及び監視

カメラを計画的に設置し、これまでに合計で53

カ所におきまして、カメラ設置による静止画像

を配信しているところでございます。平成28年

度には、さらに市木川において、津波状況も確

認できるような位置に河川監視カメラを設置し

たところでございますが、これを現在、インタ

ーネットで公開できるよう、その整備を進めて

いるところでございます。

次に、③の地震津波対策についてでございま

すが、沖田川など14水系におきまして、比較的

発生頻度の高い津波、いわゆるレベル１津波対
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策を実施しているところでございます。平成28

年度は、塩見川など３河川におきまして、樋門

の自動閉鎖化などの工事にも着手したところで

ございます。

④でございますが、宮崎海岸では、養浜、突

堤、埋設護岸などの対策を国の直轄事業で進め

られているところでございまして、平成28年度

は、住吉地区の補助突堤などの工事が実施され

たところでございます。

⑤の災害復旧事業でございますが、平成28年

度に被災をいたしました304カ所のうち、95.4％

となる290カ所に着手し、早期完成に努めたとこ

ろでございます。

最後に、⑥でございますが、本県は、自然災

害のリスクが高いということから、県土の強靱

化を着実に推進していく必要があります。

今後も引き続き必要な予算確保に努めるとと

もに、効果的な事業執行を行い、ハード・ソフ

トの両面から防災・減災対策を推進してまいり

ます。

次に、監査結果報告についてでございます。

委員会資料にお戻りいただきまして、６ペー

ジをお開きください。

（３）の契約事務についてでございます。

２段目の西都土木事務所でございますが、水

門等操作委託につきまして、契約書の作成が大

幅におくれていたとの指摘でございます。

これにつきましては、計画的に、かつ速やか

に業務に取り組むよう、改めて職員の意識の徹

底を図るとともに、今後は、業務の進行管理表

や契約状況一覧表を整備し、チェック体制の強

化を図るとともに、適正な事務処理に努めるこ

ととしたところでございます。

最後に、監査委員の決算審査意見書につきま

しては、特に報告すべき事項はございません。

河川課は以上でございます。

砂防課でございます。○米倉砂防課長

当課の決算について御説明いたします。

委員会資料の24ページから25ページまでが当

課の決算事項別明細でございます。

25ページの一番下の欄、砂防課計をごらんく

ださい。

当課の平成28年度決算額は、予算額87億3,294

万6,000円、支出済額59億5,130万6,206円、翌年

度繰越額27億8,079万7,000円、不用額84万2,794

円、執行率68.1％で、翌年度への繰越額を含め

ますと99.9％となります。

次に、目の執行残が100万円以上のものはござ

いませんので、執行率が90％未満のものについ

て御説明いたします。

24ページをごらんください。

ページの中ほどの（目）砂防費でございます

が、執行率が67.9％となっております。これは

繰り越しによるものであります。

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

報告書の砂防課のインデックス、318ページを

お開きください。

（２）の施策、安全で安心な県土づくりであ

、 。りますが 主な事業について御説明いたします

表の一番上の通常砂防でございます。日之影

町の綱ノ瀬川ほか19渓流において、堰堤工など

を実施しております。

319ページをごらんください。

表の一番上の地すべり対策でございます。椎

葉村の鹿野遊地区ほか５地区において、集水井

工、管理用道路工などを実施しております。

320ページをお開きください。

。表の一番上の急傾斜地崩壊対策でございます

日南市の谷川地区ほか53地区において、擁壁工
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及びのり面工などを実施しております。

次に、２番目の総合流域防災です。これは、

流域一体となった防災対策を進める事業でござ

。 、います 日南市の小河内川ほか14カ所において

、既存の砂防関連施設の緊急改築事業としまして

堰堤工などを実施しております。

また、基礎調査につきましては、土砂災害警

戒区域等指定のための調査を県内一円で実施し

ております。

321ページをごらんください。

表の一番上の県単砂防でございます。串間市

の峰之下谷川ほか11渓流において、水路工及び

護岸工などを実施しております。

322ページをお開きください。

表の一番上の県単自然災害防止急傾斜地崩壊

対策でございます。これは、市町村が実施する

工事に対する補助金でございます。宮崎市の上

新城地区ほか17地区において、擁壁工及びのり

面工を実施しております。

323ページをごらんください。

施策の成果等についてであります。

まず①ですが、土砂災害危険箇所の整備を進

めておりますが、平成28年度末の整備率は29.5

％と低い状況にあることから、今後とも、要配

慮者利用施設や避難場所がある箇所の整備を進

めるなど、計画的かつ重点的に土砂災害防止対

策を推進してまいります。

また、②のソフト対策でございますが、土砂

災害防止法に基づき、平成28年度は2,064カ所の

土砂災害警戒区域等を指定したところです。

③の土砂災害防止に対する県民への啓発活動

としまして、小中学生を対象とした土砂災害防

止教室を初め、地域住民や自治会長などを対象

とした土砂災害防止講座を開催し、平成28年度

は3,915人の参加があったところです。

また、本県が経験した自然災害の記録を取り

まとめた冊子「災害記憶の伝承」を作成し、県

内の公共施設や学校等へ配布を行い、県民の防

災意識の向上に努めております。

、 、今後とも 安全で安心な県土づくりを目指し

危険箇所の整備を推進するとともに、土砂災害

警戒区域等の指定推進や防災情報の提供に取り

組むなど、ハード・ソフト両面からの総合的な

土砂災害防止対策を推進してまいりたいと考え

ております。

最後に、監査委員の決算審査意見書及び監査

報告書につきましては、特に報告すべき事項は

ございません。

砂防課は以上でございます。

港湾課でございます。○明利港湾課長

当課の決算につきまして御説明いたします。

委員会資料の26ページから32ページになりま

す。

港湾課には、一般会計と特別会計がございま

すが、まず、一般会計から御説明いたします。

29ページの一番下の段、一般会計の計の欄を

ごらんください。

平成28年度決算額は 予算額55億9,470万9,000、

円、支出済額46億2,770万8,645円、翌年度繰越

、 、額９億1,440万4,598円 不用額5,259万5,757円

執行率82.7％、翌年度繰越額を含めますと99.1

％となります。

次に、目の執行残が100万円以上のもの、執行

。率が90％未満のものについて御説明いたします

戻っていただきまして、26ページをお開きく

ださい。

上段の（目）土木総務費でありますが、不用

額が495万1,631円となっております。これは、

主に直轄事業費の額の確定に伴います空港整備

直轄事業負担金の執行残であります。
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一番下の（目）海岸保全費でありますが、執

行率が70.1％となっております。これは、国の

経済対策の実施に伴う補正予算として配分され

ました調査委託費の翌年度への繰り越しによる

ものであります。

次に、27ページをお開きください。

中段の（目）港湾管理費でありますが、不用

額1,602万9,056円となっております。これは、

主に直轄事業費の額の確定に伴う直轄港湾事業

、負担金及び港湾施設の管理に係る維持・修繕費

。危機事象対策等に係る費用の執行残であります

次に、28ページをごらんください。

中段の（目）港湾建設費でありますが、不用

額が3,161万5,070円、執行率が74.9％となって

おります。

不用額につきましては、主に港湾改修事業の

完成工区における執行残でありまして、執行率

につきましては、国の経済対策の実施に伴う補

正予算等の翌年度への繰り越しによるものであ

ります。

次に、29ページをお開きください。

中段の（目）港湾災害復旧費でありますが、

執行率が59.1％となっております。これは、主

に公共港湾災害復旧事業の翌年度への繰り越し

によるものであります。

次に、30ページをごらんください。

港湾整備事業特別会計の決算についてであり

ます。

決算額等につきましては、先ほど部長が説明

いたしましたので省略させていただきますが、

一般会計と同じく、目の執行残が100万円以上の

もの、執行率が90％未満のものについて御説明

いたします。

上段の（目）港湾管理費でありますが、不用

額が2,458万274円、執行率が75.2％となってお

ります。

不用額につきましては、主に荷役機械に係る

維持修繕費の執行残でありまして、執行率につ

きましては、主に細島港及び油津港に係る管理

運営費の翌年度への繰り越しによるものであり

ます。

次に、31ページをお開きください。

下段の（目）予備費でありますが、200万円が

未執行となっております。

次に、一番下の港湾課の計の欄をごらんくだ

さい。

当課の一般会計、特別会計を合わせました平

、 、成28年度決算額は 予算額65億5,540万1,000円

支出済額54億6,847万5,528円、翌年度繰越額10

億774万4,598円、不用額7,918万874円、執行

率83.4％、翌年度繰越額を含めますと98.8％と

なります。

次に、32ページをごらんください。

港湾整備事業特別会計の歳入について御説明

いたします。

一番下の段の歳入合計ですが、予算現額９

億6,069万2,000円に対しまして、収入済額が９

億6,242万1,344円となっております。

次に、主要施策の成果の主なものについて御

説明いたします。

報告書の港湾課のインデックス、324ページを

お開きください。

（２）の交通・物流ネットワークの整備・充

実についてであります。

、 、主な事業及び実績でありますが 港湾改修は

細島港及び油津港におきまして、港内の静穏度

を確保するための防波堤の整備等を行ったもの

であります。

325ページをごらんください。

一番上の統合補助は、細島港及び宮崎港にお
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、 、きまして 津波避難施設の整備を行うとともに

県内の各港湾において岸壁の補修等を行ったも

のであります。

次に、326ページをお開きください。

上から３段目の油津港利用・大型客船誘致支

援であります。油津港では、チップ船やクルー

ズ船などの大型船が利用する際に、ほかの港か

らタグボートの回航が必要となっております。

このため、日南市が実施しているタグボート

の回航経費の支援事業に対しまして県が助成を

行い、港の利用促進を図ったものであります。

327ページをごらんください。

施策の成果等についてでありますが、港湾整

備につきましては、海上輸送コストの低減や港

湾の安全性、信頼性を確保するため、既存施設

の有効利用を図りつつ、重点的、効率的な整備

に努めました。

あわせまして、県内港湾の利用促進を図るた

め、県内外におきまして港湾セミナーの開催や

企業訪問等のポートセールス活動を実施したと

ころであります。

また、地震、津波対策といたしまして、宮崎

港東地区に避難高台を２基、細島港に避難階段

を２カ所整備したところであります。

さらに、細島港におきましては、官民一体と

なったポートセールス活動等の結果、平成５年

度からのコンテナ貨物の取扱量が累計で50万Ｔ

ＥＵを達成したところであります。

また、油津港では、長期にわたり整備を進め

てまいりました東防波堤の完成とともに、世界

最大の22万トン級大型クルーズ船の受け入れに

ついて検討を行い、既存施設の有効利用をする

ことにより受け入れが可能であるとの結論を得

まして、今年度の整備につなげたところであり

ます。

本県の港湾は、地域の経済や産業を支える重

要な役割を担っており、今後ともさらなる利用

促進を図るため、港湾機能のより一層の充実・

強化を図ってまいりたいと考えております。

主要施策の成果については以上であります。

最後に、監査委員の決算審査意見書及び監査

報告書につきましては、特に報告すべき事項は

ございません。

港湾課につきましては以上でございます。

ありがとうございました。○渡辺主査

12時が迫っておりますので、次の都市計画課

からの説明については、午後１時から再開した

、 。いと思いますので 御了承をお願いいたします

それでは、暫時休憩します。

午前11時56分休憩

午後０時59分再開

分科会を再開いたします。○渡辺主査

引き続き、平成28年度の決算についての説明

を求めます。

都市計画課長からお願いいたします。

。○中村都市計画課長 都市計画課でございます

当課の決算について御説明いたします。

委員会資料の33ページから36ページに当課の

決算について記載しておりますが、まず、36ペ

ージをお開きください。

、 。一番下 都市計画課計の欄をごらんください

当課の平成28年度決算額は、予算額34億1,381

万7,000円、支出済額25億9,534万7,802円、翌年

度繰越額６億1,521万1,750円、不用額２億325

万7,448円となっておりまして、執行率は76％、

翌年度繰越額を含めますと94％となっておりま

す。

次に、目の執行残が100万円以上のもの、また

は執行率が90％未満のものについて御説明いた
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します。

戻っていただきまして、34ページをお開きく

ださい。

、（ ） 、上から３段目 目 街路事業費でありますが

執行率80.7％につきましては、繰り越しによる

ものであります。

次に、35ページをお開きください。

中ほどの（目）公園費でありますが、執行

率65.9％、不用額が２億232万8,568円となって

おります。これは、主に、青島亜熱帯植物園の

果樹温室等の整備に関しまして、国の地方創生

拠点整備交付金の１次募集に応募しておりまし

たが、残念ながら不採択となったため、不用額

となったものであります。

なお、この地方創生拠点整備交付金につきま

しては、再挑戦として２次募集に応募いたしま

したところ、ことし４月末に採択を受けました

ことから、６月補正にて予算を計上させていた

だき、現在、果樹温室等の建てかえ整備などを

進めているところであります。

36ページをごらんください。

（ ） 、中ほどの 目 都市災害復旧費でありますが

執行率64.3％につきましては、主に繰り越しに

よるものであります。

次に、主要施策の成果について、主なものを

御説明いたします。

報告書の都市計画課のインデックス、328ペー

ジをお開きください。

まず、１の（２）良好な自然環境・生活環境

の保全であります。

市町村が実施している下水道事業に対しまし

て、表にありますように、公共下水道整備促進

により、都城市ほか４市４町に対しまして、下

水道普及のため財政支援を行いました。

これらの取り組みによる施策の成果等であり

ますが、下の表に記載してありますとおり、生

、 、活排水処理率は 平成28年度末で52.4％であり

、 。年々 下水道が普及している状況にございます

、 、今後も 既存施設の老朽化対策を進めるため

維持管理計画などの策定について、市町村を支

援してまいりたいと考えております。

次の329ページをごらんください。

２の（１）快適で人にやさしい生活・空間づ

くりであります。

表の３番目、おもてなしの景観まちづくり推

進でありますが、これは、景観研修等の開催や

市町村の景観計画策定に対する支援を行ったも

のであります。

次の新規事業「県土美化条例制定」でありま

すが、これは、平成29年４月に施行いたしまし

た美しい宮崎づくり推進条例の制定に関し、有

識者会議を開催し、条例制定に向けた意見を聴

取したものであります。

330ページをお開きください。

、 、表の２番目 県単都市公園整備でありますが

これは、県総合運動公園のひむかスタジアムの

屋内塗装工事を行うなど、老朽化した施設の維

持修繕を行ったものであります。

次の新規事業「笑顔あふれる植物園おもてな

し環境整備」でありますが、これは、青島亜熱

帯植物園のおもてなし環境の向上を図るため、

夜間のライトアップを実施したほか ボランティ、

アガイドの育成を行ったものであります。

次の331ページをごらんください。

これらの取り組みによる施策の成果等であり

ますが、③にありますように、おもてなしの景

観まちづくりにつきましては、地域住民や行政

職員を対象とした景観研修などの開催や、地域

で行われる景観づくりの取り組みに対する景観

アドバイザーの派遣により啓発活動に取り組ん
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だところであります。

また、高千穂町が新たに景観計画の策定に着

手するなど、一定の成果が見られております。

全市町村の景観計画策定に向け、今後とも市町

村を支援してまいりたいと考えております。

次に、④の県土美化条例につきましては、美

しい宮崎づくり推進条例として、ことし４月の

施行に向け取り組んだところでありますが、今

後は、具体的な施策と、県、市町村、県民、事

業者の役割分担を示した美しい宮崎づくり推進

計画を11月を目途に策定し、県民等との連携に

よる美しい宮崎づくりを推進していくこととし

ております。

332ページをお開きください。

⑦にありますように、青島亜熱帯植物園の夜

間ライトアップを試行的に７月中旬から９月中

、 、 、旬まで行い 期間中 約１万人が来園するなど

夜間開園による集客効果が認められたところで

あります。

また、宮崎市神話・観光ガイドボランティア

協議会と連携いたしまして、ボランティアガイ

ドを育成し、今年度から植物園に配置したとこ

ろであります。

今後とも、ライトアップの実施やボランティ

アガイドの活用などにより、植物園のおもてな

し環境の向上を図ってまいりたいと考えており

ます。

次の333ページをごらんください。

（２）地域交通の確保であります。

、 、 、表の３番目 公共街路でありますが これは

高原町の仲町広原線ほか11路線で街路の整備を

行ったものであります。

334ページをお開きください。

これらの取り組みによる施策の成果等であり

ますが、②にありますように、街路事業などの

推進により、環状道路や交通結節点へのアクセ

ス道路、通学路の交通安全に資する道路の整備

など、まちづくりと一体となった街路の整備を

進めたところであります。

今後とも、都市部における安全で円滑な交通

を確保するとともに、安心で快適な都市空間の

。整備に取り組んでまいりたいと考えております

次の335ページをごらんください。

３の（２）安全で安心な県土づくりでありま

す。

表の公共都市公園整備でありますが、県総合

運動公園の屋内練習場照明設備更新工事や平和

台公園のはにわ橋改修工事など、老朽化した施

設の機能更新を行ったものであります。

施策の成果等でありますが、安全で快適に公

園を利用できるよう、老朽化した施設の更新整

備を行ったところでありまして、今後とも計画

的な修繕や改築を行うことにより、安全安心な

公園づくりに努めてまいりたいと考えておりま

す。

主要施策の成果についての説明は以上であり

ます。

最後に、監査委員の決算審査意見書及び監査

報告書につきましては、特に報告すべき事項は

ございません。

都市計画課については以上であります。

。○志賀建築住宅課長 建築住宅課でございます

当課の決算について御説明いたします。

委員会資料の37ページからでございますが、

まず、40ページをお開きください。

表の一番下、建築住宅課の計の欄をごらんく

ださい。

平成28年度決算額は、予算額が29億1,809

万9,000円、支出済額が25億3,122万4,019円、翌

年度への繰越額が３億7,632万4,000円、不用額
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が1,055万981円、執行率86.7％で、翌年度への

繰越額を含めますと99.6％となっております。

次に、目の執行残が100万円以上または執行率

が90％未満のものについて御説明いたします。

資料の37ページへお戻りください。

（ ） 、表の中ほどの 目 建築指導費でありますが

不用額が663万7,935円となっております。これ

は、主に補助金でありまして、古い耐震基準で

建築された木造住宅の耐震化を国、県、市町村

で支援する木造住宅耐震化リフォーム推進事業

や、大規模な民間建築物の耐震改修を促進する

建築物耐震化促進事業において事業費が確定し

たことなどによるものであります。

次に、38ページをごらんください。

表の下から４段目の（目）住宅管理費であり

ますが、不用額が253万4,434円となっておりま

す。これは、県営住宅の修繕費として、突発的

な災害への対応や緊急修繕のための経費が想定

を下回ったことなどによるものであります。

次に、39ページをお開きください。

表の下から４段目の（目）住宅建設費であり

ますが、不用額が130万6,344円、執行率が77.8

％となっております。これは、事業費の確定に

よる執行残や翌年度への繰り越しによるもので

あります。

続きまして、主要施策の成果について主なも

のを御説明いたします。

報告書の建築住宅課のインデックス、336ペー

ジをお開きください。

（１）快適で人にやさしい生活・空間づくり

であります。

表の公共県営住宅建設でありますが、平成28

年度につきましては、一番右側の列の主な実績

内容等の欄、中ほどの住宅整備事業として、新

富町の新田麓団地２号棟12戸の建てかえを進め

たほか、宮崎市の平和ケ丘団地４号棟42戸が完

成し、入居を開始しております。

その下の環境整備事業では、宮崎市の江南団

地等の高齢者改善工事、延岡市の一ケ岡団地の

外壁改修工事、国富町の向陽団地等の給湯設備

改修工事を実施したところであります。

次に、337ページをごらんください。

新規事業「県営住宅整備ＰＦＩ導入可能性調

査」でございます。

県営住宅は、昭和40年代から50年代にかけて

多数建設されており、県営住宅長寿命化計画に

。基づいて建てかえや改修を行ってきております

しかしながら、今後、多くの団地が一斉に建

てかえ時期を迎え、従来の整備手法では一時的

に集中して多額の予算が必要となることが見込

まれておりますことから、より効果的かつ効率

的な建てかえや管理・運営に向けて、公共施設

の建設、維持管理・運営等を民間の資金やノウ

ハウを活用して行うＰＦＩの導入可能性につい

て調査を行ったものであります。

、 、次に ページ下の施策の成果等でありますが

①の県営住宅につきましては、計画的な建てか

えや外壁改修のほか、住戸改善による既存住宅

のバリアフリー化など、入居者の安全安心の確

保に努めたところであります。

今後とも、県民の多様なニーズを把握しなが

ら、県営住宅の適切な整備を行ってまいりたい

と考えております。

③の住まいに関する情報の提供等につきまし

ては、常設相談窓口による相談の実施やイベン

トの実施による情報提供、相談等に取り組んだ

ところでありますが、住宅を取り巻く環境が大

きく変化している状況がありますので、今後と

も的確な住情報の提供に努めてまいりたいと考

えております。
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次に、339ページをお開きください。

（２）安全で安心な県土づくりであります。

「 」表の新規事業 特殊建築物等の安全点検推進

でありますが、建築基準法に基づき、不特定多

数の方が利用する建築物等の所有者が、維持管

理の状況等を定期的に報告する制度が、昨年６

、月施行の改正建築基準法により大幅に強化され

一定規模以上の老人ホーム等の福祉施設、入院

施設のある診療所などの建築物や、防火扉など

の防火設備、小荷物昇降機などが新たに対象と

なり、対象建築物等が大幅に増加いたしました

ので、増加分を含めた対象建築物等について、

対象物件の把握と指導等を行ったものでありま

す。

その下の新規事業「災害時拠点強靱化緊急促

進」でありますが、南海トラフ地震などの大規

模災害時に大量に発生する負傷者等を一時的に

受け入れる施設の機能の拡充を図るため、災害

拠点病院であります都城市郡医師会病院の備蓄

倉庫整備への補助を行った都城市に対し補助を

実施したところであります。

その下の木造住宅耐震化リフォーム推進であ

りますが、市町村に対しまして、アドバイザー

、 、 、派遣197件 耐震診断377戸 耐震改修設計94戸

耐震改修75戸の補助を実施したところでありま

す。

次に、340ページをお開きください。

表の建築物耐震化促進でありますが、改正耐

震改修促進法に基づき耐震診断が義務づけされ

ました、一定規模以上のホテル、百貨店等の大

規模民間建築物のうち、耐震改修設計４棟及び

改修工事３棟について補助を行い、耐震化を促

進したところであります。

表の下の施策の成果等でありますが、①につ

きましては、改正建築基準法に基づき、新たに

定期報告の対象となった建築物を把握するとと

もに、報告が確実に実施されるよう指導を行っ

たところであり、引き続き建築物等を利用する

県民の安全確保を図ってまいりたいと考えてお

ります。

また、③にありますとおり、木造住宅の耐震

化につきましては、熊本地震を契機に県民の関

心が高まり、補助制度の利用件数が例年に比べ

まして大幅な伸びとなったところでありますの

で、引き続き所有者等の防災意識の高揚を図る

とともに、今後とも木造住宅の耐震化の一層の

。促進に取り組んでまいりたいと考えております

主要施策の成果につきましては以上でありま

す。

最後に、監査委員の決算審査意見書及び監査

報告書につきましては、特に報告すべき事項は

ございません。

建築住宅課は以上でございます。

営繕課でございます。○松元営繕課長

当課の決算について御説明いたします。

委員会資料の41ページから42ページでありま

す。

まず、42ページをごらんください。一番下の

営繕課計の欄をごらんください。

当課の平成28年度の決算状況は、予算額が８

億9,112万6,000円 支出済額が８億7,925万8,215、

円、不用額が1,186万7,785円であり、執行率

は98.7％となっております。

次に、目の執行率が90％未満のものはござい

ませんので、執行残が100万円以上のものについ

て御説明いたします。

戻っていただきまして、41ページをごらんく

ださい。

上から３段目 （目）財産管理費でございます、

、 。が 不用額が1,148万6,616円となっております
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これは、主に、組織改正に伴う執務室改修や庁

舎、公舎等に係る営繕工事等の執行残によるも

のでございます。

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

報告書の営繕課のインデックス、342ページを

お開きください。

（１）多様化する危機事象に的確に対応でき

る体制づくりについてであります。

表の新規事業「県庁舎ＢＣＰ対策」でありま

す。

。右側の主な実績内容等の欄をごらんください

本庁舎及び総合庁舎等において、窓ガラスの

フィルム張りによる建具飛散防止、受電設備や

電話設備の浸水対策、非常用水源の確保など６

つのＢＣＰ対策を実施したものであります。

次に、施策の成果等についてであります。

この事業を計画的に実施したことにより、大

規模災害などの非常時における行政機能の維持

と災害対応能力の強化が図られたと考えており

ます。

今後とも、宮崎県業務継続計画に基づき、県

庁舎の改修・整備を計画的に実施していきたい

と考えております。

主要施策の成果については以上であります。

最後に、監査委員の決算審査意見書及び監査

報告書につきましては、特に報告すべき事項は

ございません。

営繕課は以上でございます。

ありがとうございました。執行部○渡辺主査

からの説明が終了いたしました。

質疑はございませんでしょうか。

、 、○黒木委員 港湾課について 326ページですが

港のことについてはよくわからないもんですか

ら、初歩的な質問をしますけれども、油津港利

用・大型客船誘致支援で、タグボートの回航と

いうのがありますけれども、このタグボートと

いうのは、港湾施設の中の一部と考えてよろし

いんでしょうか。

タグボートといいますのは、○明利港湾課長

チップ船とか、貨物船が岸壁に着く際に船を押

したり引いたりして着岸するための支援をする

船のことでございまして、港湾管理者として、

。港湾機能サービス業務の一環となっております

油津港におきましては、このタグボートが常

駐しておりませんので、チップ船等、タグボー

トが必要な貨物船が寄港する場合には、志布志

港だとか、大分港だとか、そういうところから

タグボートを持ってくる必要がございます。そ

のためにかかる費用を補助する制度でございま

す。

タグボートというのは、例えば細○黒木委員

島港にしても、宮崎港にしても、県が整備する

ものですか。

港湾管理者として県が配備す○明利港湾課長

るところもございますし、民間がタグボートの

事業として運営している場合もございます。

細島港が50万ＴＥＵを達成したと○黒木委員

いうことで、徐々に取り扱い貨物がふえている

んですけれども、話を聞きますと、非常に老朽

化していたりして、対応がだんだん困難になっ

ている。もちろん人材不足もあるという話を聞

くもんですから、県内の港湾の中で、タグボー

トの現状というものはどういう状況なのか教え

ていただきたいと思います。

まず、細島港についてですけ○明利港湾課長

れども、県がタグボートを１隻所有しておりま

して、細島港の荷役振興協会というところに運

営を委託しております。それともう一つ、民間

が経営しているタグボートがございまして、細
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島港には合わせて２隻のタグボートが常駐して

いる状況です。

タグボートにつきましては、県有船もかなり

老朽化しておりますので、今後、その更新につ

いては、ただいまいろんな方面から検討してい

るところでございます。

宮崎港につきましては、カーフェリーが毎日

運航している関係で、こちらにつきましてもタ

グボートが１隻常駐しておりますが、運営を県

が民間の会社に委託をしている状況でございま

す。

油津港につきましては、先ほど言いましたと

おり、他港からの回航に対して補助をしている

状況でございます。

そういう話を聞いたもんですから○黒木委員

お聞きしたんですけれども、計画的に整備を進

めていただくようにお願いをしておきたいと思

います。

関連して、その油津のタグ支援で○坂口委員

すけれど、137回で690万。負担割合はどれぐら

い県がやっているんですか。何者でどれぐらい

の負担を、市と県と２者なのか、それともまだ

ほかにあるのか。総額でどれぐらいの負担にな

るんですか。

27年度から29年度までの油津○明利港湾課長

、港利用・大型客船誘致支援事業につきましては

貨物船は、市が３分の１、県が３分の１で、船

を着岸する船社が３分の１の割合になっており

、 、 、まして この期間 クルーズ船につきましては

クルーズ船の誘致促進を図るという観点から、

船社の負担はなくて、日南市と県とで２分の１

ずつを負担するという制度になっております。

、○坂口委員 タグはタグでチャーターとなると

向こうの運航計画のすき間にしかこちらには。

だから、優先順位からすると最優先じゃないと

思うんですよね。

今、かなりの投資をやって、大型クルーズ船

、 、 、への対応とか 耐震補強とかやっていて 将来

かなりの計画を持っておられると思うんです。

貨物なり、客船の出入港なり。それを見たとき

に、しっかりと最も理想的な岸壁への着岸を。

だから、運航計画に合わせてタグが必要。タグ

計画に合わせての運航計画だと、これはいい方

策じゃないと思うんですね。そこらをどう見通

されているのかというのが一つ。

先ほどの老朽化した話で、県が所有して県が

運営する方法、県が所有して民間が運営する方

法と。これは一つの方向を出して、持つべきタ

グは県がしっかり持っていくか、あるいは今、

八興運輸あたりが運営をやっているんでしょう

かね、県内でそういった船の委託を受けてでも

運航できるだけの会社というと。そういったと

ころで、将来に向けた継続的な約束をしっかり

担保しとくというのが一つ大切じゃないかなと

思うんですよね。ここらに対してどんな考え方

を持っておられる。

まず、油津港のタグボートの○明利港湾課長

配置につきましては、委員がおっしゃられまし

たように、タグボートがいつでも自由に持って

これるとか、天気の急変とかに合わせてタグボ

ートが急に必要になったりとかいうこともござ

いますので、港湾管理者としましては常駐が好

ましいということで、いろんな方面で今検討し

、 、ているんですが 寄港回数がどうしても少なく

採算ベースに合わないということで、当面はこ

の補助制度を継続しながら、新たな常駐に向け

た検討をやっていきたいということで考えてお

ります。

細島港の老朽化する県有船の対応につきまし

ても、先ほど委員おっしゃられましたように、



- 65 -

平成29年10月４日(水)

今宮崎港が実は、八興運輸の関連会社でありま

すベイフロントハッコーがタグボートの事業を

行っておりまして、それを県が委託していると

。 、いう形をとっております このような方策など

、幾つか方策が考えられると思うんですけれども

県が所有するほうがいいのか、それとも同じよ

うに委託というような対応がいいのか、まさに

今、そういう検討をしているところでございま

して、早期に結論を出して対応をしたいと考え

ております。

以上です。

費用負担のペイラインからの判断○坂口委員

というのも物すごく重要なことではありますけ

れど、市なり、県なりが持っている、将来のそ

ういった港湾利用の計画にいつでも即応できる

という受け入れ側の基盤整備の一つとして、費

用に優先してやるべき整備なのかどうなのかと

いうのが一つあると思うんですよね。だから、

そこは慎重に、多方面から検討されることが必

要じゃないかなと。

、 、もちろんペイライン 費用コストというのは

これは重要なことですけれど、そことあわせて

県の施策、あるいは将来の予測に合わせたとき

にどうあるべきかという。これ１回購入すれ

、 、 。ば 15年 20年という長い投資になりますから

それと、午前中の審査で道路維持の地域維持

型の契約というのがあったんですよね。これは

大体確立されて、今後進むべき方向とか、契約

のあり方というのが もう検証が終わって しっ、 、

かりしたものになってくるんでしょうけれど。

せんだっての宮崎マリーナの予防しゅんせつ

のときに、県自体がしゅんせつ船を持ってない

のかというのを一つ言ったんですけれど。どう

、 、考えても 県単であれだけの事業をやるよりも

災害へ即対応できるあり方、そうなると、あれ

も維持事業でもありますし、緊急性も高い。小

回りがきかないと そこが機能不足 道路で言っ、 、

たら通行どめですから。そこに地域維持として

考えられないかなと。

そうなったとき、事業協同組合なり、あるい

。は県と民間との協働でもいいと思うんですよね

今のタグみたいに１カ所で持っといて、そこで

いつでも回航できるし、回航費も節約できる。

それと 毎年 予防しゅんせつなりを県単でやっ、 、

ていく費用との比較と その機動力の比較をやっ、

たとき、僕は港湾維持あたりも、維持型のそう

いう事業協同組合なり、ＪＶとの年間契約とい

うのを、一つ検討する余地があるんじゃないか

なと。契約の方法の中でですよね。品確法なん

かの範囲の中でという気がするんですが、これ

も１回考えていただけないかなと。

地域維持、あるいは安定的な維持、しっかり

した維持という観点から、今度は航路の維持を

一つ考えれないかなと。しばらくは予防しゅん

せつでいくしかないと思うんですね。それをや

りながらというのが一つあるんですね。

これは要望で、答えはいいです。それから、

タグと同時に、ガントリークレーンが気になっ

ているんですよね、これも金がかかる。何年も

前ですけれど、たしか細島で見たとき、外国製

のガントリークレーンだったような気がするん

です。あれは、たしか日本製じゃなかった。間

違っていたら申しわけないんですけれど、たし

かあのとき聞いた名前とメーカーが海外のメー

カーだったような気がするんですけれど。

これも長い費用負担の中で、維持とか、修理

費というのに結構コストがかかると思うんです

よね、そういったものも見きわめながら。もし

必要な部品が故障したりすれば機能が麻痺しま

すから、そういったものも検討して、今黒木委
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員から出ましたように、県が公的に整備する施

設の中にどんなものがあるのかという基礎的な

ものとして、ガントリーだ、あるいはタグだ、

あるいは航路を維持するための小回りのきく、

しゅんせつ船なり何なりの、道路でいえば緊急

。 、発注せんといかんような工事みたいな だから

そこらを１回、全体を見ながら検討していく必

要があるんじゃないかなと。

費用だけで考えられない部分と、あくまでも

費用が有効として、長いスパンで考えるべきも

のというのはあるんじゃないかと思うけれど。

海から道までになったから、これ部長でもいい

んですけれど、どうですかね、ここら検討の余

地というのは、まだちょっと厳しいですかね。

港湾関係の維持機能をどう○東県土整備部長

していくかということのお話だと思うんですけ

れど、それぞれの港がしっかり機能して皆様に

、 、使っていただく 使われる方々が安全で安心で

そして効果的に使える、そういう港でなければ

ならない。九州他県でも今いろんな動きがござ

います。せんだっても大分港の航路がさらに拡

充するという話がある中で、宮崎県の３つの重

要港湾をしっかりやっていかなければならない

ということから考えれば、そういうガントリー

クレーンであるとか、あるいはタグボート、こ

の辺をどういうふうに将来を見据えてどう考え

ていくのか非常に大事なことだと思います。

先ほど港湾課長が申しましたように、タグボ

ートのお話は、最近、非常にそこが心配になっ

てきているねということで、実は部内でもいろ

いろ議論をしているところです。なかなか結論

が難しいところはございますけれども、今委員

提案のあったお話も踏まえまして、いろんな形

で幅広い検討をしていって、よりよい港づくり

ができるように取り組んでまいりたいと考えて

おります。

ほかいかがでしょうか。○渡辺主査

都市計画課の328ページの公共下水○星原委員

道事業による整備状況という表が一番下のほう

にあるんですけれども、平成28年度までで52.4

％、約半分ということなんですよね。これから

ずっと県内の全てで整備されるということにな

ると、どれぐらいの年数を予定しているんです

か。

まず、この表でございま○中村都市計画課長

すが、書き方として、生活排水処理率、うち下

水道施設と書いてございまして、御承知のよう

に、生活排水処理は３つございます。１つは、

ここにあります公共下水道、それから農業集落

排水、そして合併浄化槽ということになってお

りまして 数字で申し上げますと 下水道が52.4、 、

％、農業集落排水が3.7％、それから合併浄化槽

が22.8％、したがいまして、全体で現在、生活

排水処理率は78.9％ということになっておりま

す。

それで、下水道に関しては、確かに委員おっ

しゃいますように、まだまだ取り組まなければ

ならない市町村もございます。一方で、諸塚村

、 、のように もう既に公共下水道が100％終わって

全部接続していただいているというところもご

ざいます。私どもとしまして、一方で、維持管

理、既に老朽化している施設をどう維持更新し

ていくかという話と相まって、今市町村と一緒

になりながら、ストックマネジメント計画であ

るとか、将来の下水道区域をどうするかという

ようなこともあわせて話し合いながらやってき

ておるところでございます。

いつということは申し上げづらいところはあ

るんですが、大事な公共下水道ですので、早い

段階で整備を進めてまいりたいと考えておりま
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す。

はい、わかりました。逆に、これ○星原委員

、 、から進めていくとすると 下水道でじゃなくて

集落が離れたりいろいろしていると、合併浄化

槽で進めるしかないという感じで捉えていいん

。 。でしょうかね 下水道としてもまだ残っている

人口減少という、非常に○中村都市計画課長

大きなダイナミズムがありますので、そういっ

た意味では、市町村と十分話をしながら、最初

の計画どおり全部公共下水道でやるのか 今おっ、

しゃられたように、ここは合併浄化槽に切りか

えたほうがいいんじゃないかというようなこと

は、柔軟に対応しながら進めていきたいと考え

ております。

営繕課、342ページですが、安全な○重松委員

新暮らしが確保される社会ということで、この○

県庁舎ＢＣＰ対策というのは、行政機能の維持

と災害対応能力の強化を図るとされており、こ

れはいいことなんですけれども、一時避難所の

意味合いもあるんでしたかね。

基本的には、大規模災害時の○松元営繕課長

災害への対応を中心に考えていまして、避難と

いうことは余り考えてはないですね。

ということは、県職員の皆さん方○重松委員

が、ここを拠点にしながら災害対策をするため

のということで理解してよろしいんですね。

、 。その上で シャワー施設は各所にありますか

こういう県有施設の中にシャワーを使えるとこ

ろはございますか。

幾つもというわけじゃないん○松元営繕課長

ですけれど、大概の庁舎には１つ、２つのシャ

ワーはあります。

男女ちゃんと使えるように。そこ○重松委員

まではない。

１カ所しかないところもござ○松元営繕課長

いますので。

そういうところも含めて少し検討○重松委員

されてもいいのかなというふうに思いましてで

。 、すね これからすごくいい季節なんですけれど

自転車でどんどん通勤される、ランニングをさ

れる方もいらっしゃいますし、健康管理のため

にも、各県庁の施設の中にそういうシャワー施

設もあったほうがいいのかなというふうに、将

来的な話ですけれども、思ったもんですからお

尋ねしました。ありがとうございます。

ほかよろしいですか。○渡辺主査

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

、 、 、○渡辺主査 それでは 以上をもって 河川課

砂防課、港湾課、都市計画課、建築住宅課、営

繕課の審査を終了いたします。

総括質疑に向けて、暫時休憩いたします。

午後１時39分休憩

午後１時41分再開

分科会を再開いたします。○渡辺主査

前半、後半の説明及び質疑が全て終了いたし

ましたので、総括質疑に移ります。

県土整備部の決算全般について、何か質疑は

ございますでしょうか。

323ページなんですが、私の理解○外山副主査

不足なのか、この表、土砂災害危険箇所の整備

状況の年度別の一覧表がございますでしょう。

これ、例えば一番上見ますと、要整備対象箇

所1,413とあって 24年に442 447 449と 1,413、 、 、 。

あるうちの、平成24年に442カ所整備がされたと

いうことですかね。それと、25年はどういうこ

とですか、５件ふえているけれど、比率は一緒

だし、この箇所数も減っていかない。どうもこ

の表の見方がわからない。指定で追加があって

いるんですかね。でも、見事に数字が合ってい
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るもんな。

今お尋ねがありました件です○米倉砂防課長

が、これは、24年度に土石流危険渓流で言いま

すと、要整備対象箇所1,413カ所のうち、442カ

所が整備が終わったということで その率が31.3、

％ということになります。25年度は、この24年

度に比べまして５カ所整備が進んで447カ所に

なって、その整備率が1,413カ所のうちの31.6％

の整備が終わったということになります。

そういう理解ですね。というこ○外山副主査

とは、このもとの1,413とか、273、2,680はずっ

と変わらない、新たにふえることはないんです

か。

これは、平成15年度に調査し○米倉砂防課長

た結果の数字を固定した上で、その割合を出し

ております。

わかりましたけれども、全部は○外山副主査

これ大変ですね、どう考えても。そういうこと

ですか。僕は逆に勘違いして、442件を平成24年

にやって、ここが1,000件になるとか。減ってな

いんで、何でゼロにならんかと思うたら、そう

いうことですか。結局、危険度の割合とか、戸

数とかで優先順位を決めていって箇所は決めて

いくわけですね。毎年できる範囲でもって。

、○米倉砂防課長 今委員おっしゃられたように

なかなか整備率というのが、ぽんと上がるよう

なことにはならないもんですから、限られた予

算の中で、例えば要配慮者利用施設が保全家屋

であるようなところとか、避難場所があるよう

なところ、あるいは過去に災害を受けたような

ところを重点的に整備をしているところでござ

います。

河川課の317ページの施策の成果等○満行委員

で、ソフト対策でカメラ設置が行われていると

いうことですけれど、計画的にふやしている目

標とかはあるのか。静止画像というイメージが

浮かばないんです。これ住民に対してインター

ネット配信しているということですかね。

カメラ画像につきましては、○高橋河川課長

現在、設置した箇所以後に現在のところ予定し

ているのは、あと５カ所程度でございます。今

のところはですね。

、 、 、あと 静止画像にしましたのは 動画ですと

どうしても重たくなりまして、閲覧が集中しま

すとストップするといいますか。そういうフリ

ーズしないような必要がございますので、静止

画像で、10秒置きに提供をしているところでご

ざいます。

それ啓発とかされているんですか○満行委員

ね。国のは見たことあるんですけれど、水位と

か、いろいろデータがあるのは見た覚えがある

んですが、県のこの事業はどういう状況ですか

ね。住民向けの啓発とかは。

私どももなるべく多くの県民○高橋河川課長

の方に知っていただきたいということで、子供

さんへの教室とか、地元の防災教室みたいなの

を開催したときとか、あといろんなイベントを

開催したときに、そういうパンフレットを配布

、 、 、して ＱＲコードとか そういったのをつけて

携帯でも見れますよみたいな案内はしていると

ころなんですが、委員言われるように、なかな

かまだ皆さんに周知が十分図られてないという

ところもございますが、引き続きそういった啓

発等は進めてまいりたいと思っております。

。 。○満行委員 よろしくお願いします 以上です

ほかありませんでしょうか。○渡辺主査

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって県土整備○渡辺主査

部を終了いたします。執行部の皆様、大変お疲

れさまでした。ありがとうございました。
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暫時休憩いたします。

午後１時48分休憩

午後２時０分再開

分科会を再開します。○渡辺主査

、 、 、まず 採決についてでありますが 10月５日

あすでございますが、午後１時30分から行いた

いと思いますが、よろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いたし○渡辺主査

ます。

その他、何かありますでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

特にないですね。○渡辺主査

それでは、以上で本日の分科会を終了いたし

ます。

午後２時０分散会
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午後１時27分再開

出席委員（７人）

主 査 渡 辺 創

副 主 査 外 山 衛

委 員 坂 口 博 美

委 員 星 原 透

委 員 黒 木 正 一

委 員 満 行 潤 一

委 員 重 松 幸次郎

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

政策調査課主幹 西久保 耕 史

議 事 課 主 査 弓 削 知 宏

分科会を再開いたします。○渡辺主査

まず、本分科会に付託されました議案の採決

、 、 、を行いますが 採決の前に 議案につきまして

賛否も含め、御意見がございますでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、本分科会に付託されま○渡辺主査

した議案の採決を行いますが、よろしいでしょ

うか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、議案第11号についてお○渡辺主査

諮りいたします。原案どおり認定することに御

異議ありませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

御異議ありませんので、原案のと○渡辺主査

おり認定すべきものと決定をいたしました。

次に、主査報告骨子案についてであります。

主査報告の内容として、御要望等ありますで

しょうか。

暫時休憩します。

午後１時28分休憩

午後１時28分再開

分科会を再開します。○渡辺主査

それでは、主査報告につきましては、正副主

査に御一任いただくということで御異議ありま

せんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いたし○渡辺主査

ます。

その他、何かございますでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

何もないようですので、以上で分○渡辺主査

科会を終了いたします。

午後１時29分閉会

平成29年10月５日(木)


